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食品に関するリスクコミュニケーション

～知ろう、考えよう、輸入食品の安全性～

日 時 平成３０年２月７日（水）

１３：３０～１６：３６

場 所 CIVI 研修センター秋葉原

Ｄ２０５ホール

○司会（佐々木） では、お待たせいたしました。ただいまから「食品に関するリス

クコミュニケーション『知ろう、考えよう、輸入食品の安全性』」を開催いたします。

本日、司会を務めます厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全企画課の佐々

木と申します。どうぞよろしくお願い申し上げます。

初めに、本意見交換会の開催の趣旨について説明させていただきます。

本日の意見交換会は、輸入食品の安全性確保のための取り組みへの理解を深めてい

ただくことを目的としており、消費者、事業者、行政による講演や、会場の皆様を交

えた意見交換を通じまして、理解を共有し、疑問を解消していただければと思ってお

ります。

輸入食品の安全性確保については、厚生労働省において食品衛生法第23条の規定に

基づき、毎年度、食品等の輸入について国が行う監視指導の実施に関する計画を定め、

重点的、効率的、かつ効果的な監視指導に取り組んでおります。この機会に、平成30

年度の輸入食品監視指導計画を定めるに当たりまして、皆様からの御意見を頂戴した

いと考えております。

続きまして、お配りしてある資料につきまして、次第下方に記載しておりますが、

足りない資料がございましたら、係の者にお申しつけください。御確認いただきまし

て、足りないものがありましたら、挙手でお知らせいただければと思います。よろし
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いでしょうか。また、何かありましたら、スタッフのほうにお問い合わせいただけれ

ばと思います。

本日の進め方ですが、初めに、一般社団法人全国消費者団体連絡会の浦郷由季さん

より「輸入食品、安全なのになぜ不安」と題して約15分、日本ハム株式会社品質保証

部岩間清さんより「輸入食品の安全・安心にかかる事業者の取組みについて」、約20

分御講演いただきます。最後に、行政の立場から厚生労働省医薬・生活衛生局食品監

視安全課輸入食品安全対策室の梅田より「輸入食品の安全性確保の取組みについて」、

約35分間説明いたします。

その後、10分間の休憩を挟みまして、意見交換・質疑応答に入ります。意見交換で

は、先ほど御紹介しました３名の講師に加えまして、株式会社Studio coodyの浜田陽

子さん、国立医薬品食品衛生研究所の畝山智香子さんが登壇いたします。

最後に、会場の皆様とともに輸入食品の安全性確保について意見交換を行いますの

で、御質問のある方は御所属とお名前をおっしゃった上で御発言いただきますようお

願いいたします。

なお、出席者の皆様から事前にいただきました御意見、御質問につきましては、御

質問の多かった事項を中心に、それぞれのプレゼンテーションや意見交換の中で触れ

させていただく予定ですが、時間の都合上、全ての御質問にお答えすることが難しい

場合がありますので、あらかじめ御了承ください。

本日御参加いただけなかった方を含め、広く情報提供させていただくことを目的に、

今回の講演資料と意見交換の様子は議事録として厚生労働省のホームページにて後日

公表予定です。後半の意見交換の議事録に御所属、お名前を掲載していただくことに

不都合がある方は、御発言の前、その旨おっしゃってください。

閉会は16時30分を予定しております。議事の円滑な進行に御協力いただきますよう、

よろしくお願い申し上げます。

本日の取材カメラによる冒頭カメラ撮りはここまでとさせていただきます。なお、
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主催者による撮影は継続させていただきます。御了承ください。

○司会（佐々木） それでは、「輸入食品、安全なのになぜ不安？」と題して一般社

団法人全国消費者団体連絡会の浦郷由季さんよりお話しいただきます。皆様、資料１

を御準備ください。

○全消団連（浦郷氏） 皆さん、こんにちは。ただいま御紹介いただきました全国消

費者団体連絡会の浦郷と申します。本日はよろしくお願いいたします。

本日は、輸入食品について国内で流通しているものは安全が確保されているのに消

費者はなぜ不安に思ってしまうのか、どうしたら不安を取り除けるのかということに

ついて、消費者の立場からお話ししたいと思っております。

最初に、私の所属する全国消費者団体連絡会について簡単に御紹介します。

1956年創立、ことしで62年という歴史を持ち、近年では、スライドにありますよう

に、消費者にかかわるさまざまな法律の制定や消費者庁の設置にもかかわってきまし

た。現在は、48の団体が緩やかにつながって、消費者の暮らしにかかわる問題につい

て情報収集、情報提供、情報交換をしながら、全国消団連として政策提言を行ったり、

課題解決に向けた取り組みをしています。

きょうお話しする内容です。消費者はなぜ不安に思うのか、そこには幾つかの要因

があると思います。その不安を取り除くにはどうしたらいいのか、これをすればいい

という決め手はないと思いますが、一消費者としてこうなれば不安が少し解消される

かなと思うことを挙げましたので、ここは皆さんと一緒に考えていければと思ってお

ります。

まず、消費者の意識として、こちらの消費者動向調査は、国産原料の食品と輸入食

品に対するイメージということで安全面について聞いた結果です。ここ何年かの結果

ですが、国産食品については大体６割、７割の方が安全というイメージであるのに対

し、輸入食品に対しては安全というイメージを持つ方はごくわずか、問題があるとい

うイメージを持っている方が４割以上になっています。
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また、こちらは東京都の調査ですが、輸入の生鮮食料品については「とても不安が

ある」「少し不安がある」という方が合わせて８割にも上っています。実際、スーパ

ーなどの買い物の場面では輸入品でないと手に入らないものもありますし、カボチャ

やブロッコリー、アスパラなど、国産品と輸入品が並んでいるときは値段と家計を考

えて買い物をします。

また、外食産業では多くの輸入食材が使われていますが、これについては、外食時

に国産かどうか気にかける人は３割強しかいないという別の調査もあります。つまり、

実際、消費者は輸入食品を食べていますが、改めて輸入食品についての意識を問われ

ると「不安に思う」という答えが多くなります。これは、輸入食品がどのような産地

でどのようにつくられ、管理され、私たちの食卓に来るのか、見えないところから来

る不安ではないかと思います。

こちらは、専門家と消費者のリスクの捉え方の違いをよくあらわしているアンケー

ト結果です。食生活等において気をつけなければいけないと考えることを必要性の大

きい順に挙げるという問いで、O157のような病原性微生物やカビ毒に対しては、専門

家も消費者も同じようにリスクを認識しています。しかし、専門家がリスクが大きい

として挙げているたばこ、過食や偏食、アレルギー、飲酒などに対して消費者は余り

リスクと認識せず、逆に専門家がリスクとして気をつける必要は小さいとしている農

薬の残留、食品添加物、食品容器からの溶出物質、ダイオキシン類などに対して消費

者はリスクが大きいと感じているという違いが出ています。

こちらは、きょうパネリストとして後で登壇される畝山さんに食の安全に関する学

習会でお話をしていただいた際に私がなるほどと思ったので、入れさせていただきま

した。

食品の汚染についてのリスクの捉え方は、私たち一般の消費者のリスクの感覚は、

真っ白なところに何か添加物や残留農薬で黒くぱっと汚染されているというイメージ

です。しかし、専門家はそうではない。そもそも食品にはさまざまな要因の汚染リス
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クがあり、一般の人がリスクだと思っているものはたくさんのリスクの中の一部にす

ぎない。私は、逆に専門家はこういうイメージで見ているのかと思いました。消費者

は専門家とリスクの捉え方が違う、そこも踏まえて消費者に情報を伝えていかなけれ

ばいけないと思います。

その情報ですが、行政や事業者の皆さんはさまざまな情報を発信しています。冊子、

チラシ、リーフレットなど、紙媒体のものもありますし、今、普通にホームページを

持っていて、そこからさまざまな取り組みを紹介しています。

輸入食品の監視体制についても、厚労省のホームページから検疫所についてのパン

フレット、輸入食品についてのリーフレットを見ることができますが、トップ画面か

らそこまで行き着くのはなかなか大変ですし、実際のパンフレットやリーフレットに

しても一般の消費者はどこで手に入れることができるのでしょうか。

また、今回、ホームページを見ていて輸入食品に関するユーチューブも発見しまし

た。2014年に公開されていて、再生回数はここにあるとおりです。きょうも開会前に

流れていたあの映像ですが、せっかくの動画もなかなか見られていないようで、とて

も残念に思います。

輸入食品監視業務のFAQに、全体の約１割しか検査していなくて安全が確保されるの

かというものがあります。この問いは、食の安全に関する学習会などで必ずといって

いいほど出てくる質問です。検査していることはわかっていても、数が少なければ消

費者は不安に思います。どうすれば理解が得られるのでしょうか。

また、中国産についても必ず質問が出ます。過去に事件があったけれども、本当に

大丈夫なのか、今回、全国消団連でも学習会を開き、厚労省の方に説明いただいたこ

とで、中国とは食品安全推進イニシアチブという会合を毎年持ち、安全確保の確認を

していることを認識しました。このような取り組みもあり、中国産の違反率はほかの

国と比べても高くありません。ほかにも輸入相手国と協議をして違反防止対策をして

いるとのことですが、今回学習したので、私は知ることができましたが、一体どれだ
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けの人が知っているのでしょうか。

そして、本日のようなリスクコミュニケーションは、きょうの会場も参加者の６割

は事業者の方とお聞きしています。消費者の方は１割強です。もっと多くの消費者と

情報を共有できればいいのですが、このように情報発信はしているが、その情報はな

かなか消費者に伝わらない状況だと思います。

学校での食育、これもとても大事なところですが、昔のように田んぼや畑があちこ

ちにあった時代とは違い、今は生産の現場と食卓とが余りに離れてしまっています。

食の安全やリスクについて、学校ではもちろん、家庭でもきちんと伝えられているの

でしょうか。

そして、消費者が不安に思ってしまう一番の要因はこれかもしれません。食に関し

ては過去に多くの違反事件がありました。近年の主なものだけでも挙げてみましたが、

皆さんの記憶にも残っていると思います。一たび事件が起きると週刊誌やネットで危

険をあおる記事、不安を駆り立てる記事がインパクトの強い見出しとともに繰り返し

掲載され、さまざまな場所で私たち消費者はそれを目にすることになります。そして、

消費者の記憶の中に輸入食品は安心できないというイメージがつくられていってしま

います。

それでは、どうしたらこうした不安を取り除くことができるのか。最初にも言いま

したが、正解はわかりません。皆さんと一緒に考えていければと思いますが、消費者

を不安にする一番の要因は、消費者が食品に関して知らないことが多いということで

す。過去の事件は覚えているけれども、では現在どんな検査やどんな管理がされてい

るのか、輸入する相手国とはどんな取り組みがされているのか、知らない。私自身も

正直なところ、輸入食品に関しては今の消費者団体で活動するようになるまでは知り

ませんでした。

ですから、情報発信というのはとても重要です。行政の皆さんも事業者の皆さんも

さまざまなツールを使って情報の発信に工夫しています。でも、情報を出しているだ
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けでは消費者には伝わりません。今、情報があふれています。スマホをスクロールす

れば山ほど情報が出てきます。たくさんあり過ぎて受けとめ切れません。皆さんもそ

うだと思います。私もそうですが、ニュースサイトやSNSをスクロールしながら、自分

に興味があるもの、自分にとって都合のよい記事は読むけれども、後はスルーです。

そういう情報過多の時代にどうすれば大事な情報をキャッチしてもらえるのか、どう

したらホームページを見に来てもらえるのか、チラシや冊子もどうすれば手にとって

もらえるのか、どうしたら消費者にひっかかってもらえるのかというところを考えな

がら、その上で、さらに見やすさ、わかりやすさということも情報という点では重要

だと思っております。

また、知ってもらうための一つの方法として、知識だけではなく体感してもらうと

いうことがあると思います。輸入食品に関しては産地見学はなかなかできませんが、

生協では、海外の産地での生産の様子をビデオに撮り、10分程度のDVDにして組合員の

集まりで紹介していました。やはりそれを見るだけで安心してその商品を買うことが

できます。つくっている場を見るというのは、国内の工場であっても、たとえ写真だ

けであっても、自分の目で確かめることができる、知識だけでなく感覚として知って

もらうことができるという点で消費者の安心につながると思います。

学校教育の食育の場では、子供たちに伝えたいことがたくさんありますが、その中

で日本や世界の食に関する状況や食品のリスクの捉え方など、知識を詰め込むだけで

はない五感で確かめることができるような取り組みで伝えてほしいと考えています。

そして、私たち消費者は何をすればよいのか。「情報リテラシーを高める」と書き

ました。さまざまな情報が大量に流れる中、受け取った情報をそのままうのみにする

のではなく、その情報の背景まで思いをめぐらせ、自分で情報を読み解く力、情報の

正確さを判断する力、情報の取捨選択をする力などをつけていく必要があると思いま

す。そのためには、消費者教育も必要ですし、私たち消費者団体もいろいろなところ

と連携して学習会などの機会をつくり、正確な情報を伝え、リテラシーを高めるお手
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伝いをしていきたいと思っています。

きょうは「安全なのになぜ不安」というタイトルをつけました。前提として安全で

あるということでお話をしました。ですから、輸入食品はもちろん、食品に関しては

引き続きしっかりとした管理体制、これはフードディフェンスも含めてですが、食の

安全確保に努めていただきたいと思います。

最後に、行政、事業者、消費者、それぞれの取り組みで輸入品も国産品もどちらも

安心して選べるようにしたいと思っております。御清聴ありがとうございました。（拍

手）

○司会（佐々木） 浦郷さん、ありがとうございました。

続きまして「輸入食品の安全・安心にかかる事業者の取組みについて」、日本ハム

株式会社品質保証部の岩間清さんよりお話しいただきます。皆様、資料２を御準備く

ださい。

○日ハム（岩間氏） 皆さん、こんにちは。日本ハム品質保証部の岩間と申します。

ニッポンハムグループの品質保証の担当者が約1,000人いますが、私はふだん、会社全

体の方針等の策定の業務をさせていただいております。

きょうは、ニッポンハムグループの輸入食品についての取り組みの事例を紹介させ

ていただきたいと思います。

きょうの内容は、まず簡単にニッポンハムグループの概要を説明させていただきま

して、グループ全体の品質保証体制、輸入食品における実際の取り組みの事例を紹介

したいと思います。皆様のお手元の資料以外のスライドが多いので、写真等、前のほ

うを見ていただければよろしいかと思います。

まず、ニッポンハムグループの全体像です。

日本ハムは、もともと1942年に徳島で創業しまして、最初は７名からと聞いており

ます。本社は大阪にありますが、現在は従業員が２万9,679人います。

ニッポンハムグループでどんな事業をやっているかといいますと、ハムという名前
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ですので、ハム・ソーセージのイメージが強いかと思いますが、実は売り上げの50％

以上は食肉事業でございまして、生肉の事業が中心になっております。それ以外に、

ハム・ソーセージ、ピザ、チーズ、健康食品、このようないろんなものをつくってお

ります。少し変わったものですと食物アレルギー対応の商品をつくっております。東

北のほうに食物アレルギー専用工場をつくりまして、食物アレルギーにお困りのお客

様専用の商品を提供しています。あわせて、食品検査としまして、中央研究所でアレ

ルギーの検査キットを製造販売させていただいております。 日本ハムといいました

ら、皆様御存じかと思いますが、日本ハムファイターズのほうも食とスポーツという

ことで運営させていただいております。

セレッソ大阪というサッカーチームも運営しておりまして、ことしの天皇杯でも優

勝しましたが、やっと努力が実ったということでございます。

また、セレッソ大阪には女子チーム、なでしこチームもありまして、なでしこのほ

うもことしからJ1のほうに上がるということです。 では、これからニッポンハムグ

ループの品質保証体制について少し説明したいと思います。

日本ハムは、基本的にこのサイクルでやっておりまして、安全審査、品質監査、安

全検査、この３つの機能を中心に行っています。この３つの機能を動かすためには、

やはり人が大事なので、これにかかわる人材を育成するという４本柱で品質保証を進

めております。

安全審査はどういうものかといいますと、単に国内でつくるものだけではなくて輸

入品も全部同じですが、まず、その商品をつくる前に、その商品の規格が本当に日本

の法令に合っているかどうかということを書類上で審査します。例えば添加物の表示

が合っているか、輸入食品でありましたら日本の法令に合った添加物の添加量である

か、微生物の検査がきちっと日本の法令に合っているかどうか、事前に審査をすると

いうことでございます。

次に、実際の製造工場、製造環境が適切かどうか、品質監査の教育を受けた者が現
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地に行って監査するということをしています。監査の内容につきましては、国際標準

規格を使いながら、ニッポンハムグループ独自のルール、及び世の中で注目されてい

る内容、他社で起こった事例から、自社も振り返るとこういうところを見ていかなけ

ればいけないということをルールに反映して、毎年、改定しながら監査をしておりま

す。

次に、安全検査です。その工場でつくった商品が本当に安全かどうか、モニタリン

グ検査をします。全て輸入食品に当てはまるわけではございませんが、ニッポンハム

グループでは、大きくは残留物質の検査、微生物検査、放射性物質の検査、また、ア

レルゲン検査は当然ですが、このような検査を必要に応じてしています。

これらの３つを全てクリアして初めて商品を発売するという流れになっております。

先ほど説明しました通り、年々品質保証というのは高度化しておりますので、実際

に運営する人のレベルが高くないと、幾らいいシステムがあってもだめですので、人

を育てるためのシステムとしまして、ｅラーニングをつくっております。これはニッ

ポンハムグループの全ての従業員が国内外で受けることができまして、その後に基礎

研修で技術を身につけていただき、優秀な人材につきましては、選抜試験をして専門

家制度をつくっております。

続きまして、実際にはどんなことをやっているか、紹介させていただきたいと思い

ます。

先ほども申しましたとおり、海外から日本に入ってくる商品におきましても、安全

審査、品質監査、安全検査、このシステムを必ず通っております。

一つ、事例を出したいと思います。これは中国の事例です。海外におきまして、現

地の従業員がいますので、できるだけ現地の方と共通言語とするために現地語の監査

のチェックシートを準備しております。そうしますと、その場でお互いに認識を一致

することができますので、できるだけこういうことをしています。

これは一つの事例ですが、中国では従業員の衛生状態や製造ラインの中、こういう
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ところもチェックして確認しております。

続きまして、タイの事例です。タイ向けの品質監査チェックシートは英語を基本に

使っています。例えば薬剤の管理を見たり、変わった事例ですと、工場で使っている

ボールペンがありますが、そのボールペンが本当に番号管理されているかどうか、そ

ういうところもチェックして、異物混入がないように現地の管理体制を確認していま

す。また、制服に名前や番号の識別を縫いつけています。日本でも一緒ですけれども、

そのときに、現地の従業員にミシンで縫っていただきますが、ミシンの針もちゃんと

管理されているかどうか確認しています。こういうことを一つ一つ見まして、異物混

入対策や工場の管理状況、そういうことが把握できます。

これはベトナムです。ベトナム語のチェックシートを使っていますが、きょうは事

業者の方も多いので同じかと思いますが、例えば入場時の手洗いの手順が決められた

とおりになっているか、それを見ることによって従業員の教育度、習熟度を確認する

ことができます。もう一つ大切なのは、製造中だけではなくて製造後の洗浄状態を見

るようにしています。作業が終わった後を確認することをしています。衛生状態とい

うのは製造状態ではわからなくて、製造の前後の状態がどうかということがポイント

になると思いますので、そういうところも確認しています。

次は台湾の事例です。中国と同じですので、中国語のチェックシートを使っており

ます。ここでは、例えば更衣室の管理状態ですね。単に製造状態だけではなくて、従

業員の更衣室の管理がどうなっているのか、そこで不要なものを持ち込まれていない

か、そういうこともチェックします。当然、工場は衛生的なクリーンルームになって

いますが、そこで使用する空気も管理しなければいけません。エアフィルターが汚れ

ていたら元も子もありませんので、エアフィルターを確認したりということもしてお

ります。

これは米国のハワイの事例です。ハワイですので英語のチェックシートを使ってお

ります。ここの事例で、原材料の保管状況が適切かどうか、アレルゲンも含めまして、
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確認しています。また、計量室の中で資材の計量が間違わないように識別管理がルー

ルどおりできているか、このような事例もございます。

続きまして、メキシコの事例です。メキシコはスペイン語圏ですので、スペイン語

を使ったチェックシートをつくっております。メキシコの場合は、セキュリティーを

確認しております。

マレーシアにつきましては、ここでは薬剤管理等の状況を見ています。検査室を見

ていまして、検査結果だけでなく検査方法が適切かどうかも確認します。また、ここ

では監査結果の共有とありますが、監査が終わった後、必ずクロージングを現地の方

としてフィックスするということをしております。

現地の政府機関によるインスペクションも立ち会わせていただくこともございます。

ここに事例を出していますのは、メキシコのサガルパですが、メキシコの場合、工場

に政府機関が駐在しておりまして、始業前、政府等のチェックがあって、オーケーが

出ない限り生産ができません。彼らの現地の目線はどうなのだろうということも、我々

チェックするという立場もありますが、学ばせていただくということも含めまして、

一緒に同行させていただくこともございます。

写真はありませんが、アメリカの場合はUSDAが工場に駐在しておりますので、彼ら

のやっている作業、チェック方法等も学びながら、インスペクションの確認をさせて

いただくこともございます。

いろいろ話しましたが、海外の監査等で一番大事なのは、やはり文化や法律の違い

をお互いに理解することだと思います。我々が海外の国の食品法令がわからないのと

同様に、その生産をお願いしている国の方々は日本の法律を熟知できません。日本向

けに安全な商品をつくっていただくためには、日本のことを理解していただくことが

一番重要と思います。そのためにできるだけ相互理解に時間をとるようにしておりま

す。

一つの事例は、アレルギーの問題かと思います。日本の場合は、特定原材料７品目
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と、準ずるものが20品目ございます。これは日本の食品事業に携わっている者であれ

ば当然ではありますが、海外はどうかといいましたら、例えばEUでしたらセロリ、韓

国ではトマトがアレルギーの項目になっています。知らなかった人も多いと思います。

逆に、海外では、日本のアレルギーの項目も知らない人もいます。ですから、単に日

本がこうなのだと言うだけではなくて、日本の現状や事情をしっかり説明して理解し

ていただく。理解していただくと今後間違ったことはしないですね。理解しないと、

正しいことが伝わらないとミスが起こるという考えを持っております。

ポジティブリストについても少し説明したいと思います。ニッポンハムグループの

ポジティブリスト制度への対応ですが、方針としましては、国内、海外仕入れ原料に

ついて、生産段階で使用している農薬等の事前調査を行います。調査した農薬等の残

留がないかを定期的に検査を行って検証します。検証した結果、基準を超えることが

あれば流通を差しとめるとともに、生産者へフィードバックして改善していくという

ことです。単に検査で違反があったからやめるということではなくて、そこを改善し

て、その事業者と一緒になって取り組んで、それ以降は、基準内の原材料を供給して

いただけますから、そのようなパートナーシップができるように方針として持ってお

ります。

例えばグループが扱う畜産物でありましたら、投薬プログラムがございますので、

それが適正になっているか確認したり、また、原材料につきましては、使用調査を進

めます。ただし、公開が困難な取引先もございます。そこでもできるだけ頑張って情

報交換を行って、休薬期間等を説明して、遵守していただくという努力を継続してお

ります。

また、検査体制ですが、定期検査を実施しながら、日本国内では弊社の品質科学セ

ンターで定期検査を行っています。海外におきましては、海外での検査機関を設置し

まして、そこで検査体制を構築しております。現在、中国とタイで検査体制を確立し

ております。



14

ニッポンハムグループとしまして、残留農薬につきましては、一斉分析法を確立し

ています。残留農薬もたくさんの項目を一つ一つ検査するのはコストと時間がかかり

ますので、弊社独自の検査分析方法を確立しております。

検査体制につきましては、中国、タイ、メキシコ、その国のリスクに応じまして、

体制を整えている最中でございます。

検査機関を少し紹介したいと思います。海外の検査機関は大丈夫なのかという問い

合わせも多いので、写真を出していますが、こちらは中国の検査機関の例です。ここ

につきましては、日本ハムと技術協力を行いいまして、残留農薬等、日本と同等の精

度の検査を実施できるようにしております。ここは一斉分析法を導入しまして、日本

ハムと技術提携していますので、中国の検査でも日本と全く同じだと安心していただ

けるのではないかと思います。

また、タイの検査機関におきましても、我々と情報交換しながら、エビや鶏肉、農

薬等をその国のリスクに応じて検査項目を設置して検査しております。写真を見てい

ただくと検査機器もたくさんそろっておりますし、中国も含めてですが、現地の検査

員も非常に優秀な人材がそろっておりますので、日本に引けをとらないレベルと思っ

ております。

これは、大阪府の公衆衛生研究所のホームページからとったのですが、平成19年か

ら26年まで輸入届のあった件数の中の違反数の比率を出している表です。弊社のお客

様サービス部にも中国産につきましての問い合わせが非常に多いのですが、このよう

な統計を見ますと、中国は確かに違反件数は多いけれども、そもそも輸入量が非常に

多いので、件数のパーセントとしますと0.05％ということです。ほかのところ、輸入

量が少なくて、かつ違反があるところでしたら、例えばベトナムでも0.23％、中国よ

りも圧倒的に多かったりすることもあります。また、非常に少ないですが、エチオピ

ア、そういう国では2.54％、一概に中国が絶対にだめだということではないのではな

いかと思っております。
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最後に、私たちの考え方としまして、農薬、動物医薬品、食品添加物も含めて、安

定的な食料調達のために必要最小限で使っていかなければいけないと思っております。

また、輸入食品におきましては、厚生労働省も含めまして、検疫所も厳しい検査をし

ていただいておりますので、かなり関所はあるのではないかと思っています。また、

事業者につきましても、厚生労働省だけに頼らず自分たちでも検査をして、安全な食

品を輸入できるような体制を組んでいると思います。どんな食品におきましても、偏

った食べ方をせず、同じものを食べ続けるのではなくて、健康はバランスいい食生活

に尽きるということを事業者としては消費者にお伝えしたいと思っております。

御清聴ありがとうございました。（拍手）

○司会（佐々木） 岩間さん、ありがとうございました。

続きまして「輸入食品の安全性確保の取組み」について厚生労働省医薬・生活衛生

局食品監視安全課輸入食品安全対策室の梅田浩史より説明いたします。皆様、資料３

－１を御準備ください。

○厚労省（梅田） 皆さん、こんにちは。今、御紹介いただきました輸入食品安全対

策室の梅田でございます。

本日は、皆様方、お忙しい中、お集まりいただきまして、ありがとうございます。

また、日ごろから私ども食品安全行政、とりわけ輸入食品の安全行政に御理解、御

支援を賜っていますこと、改めまして御礼申し上げたいと思います。

きょうは、輸入食品のリスコミということで、私どものほうからは輸入食品の安全

性の確保の取り組みということで、行政としてどのようなことをやっているか、御紹

介させていただきたいと思います。

初めに、現在どういった体制で検査をやっているのか、それから、毎年、輸入食品

監視指導計画をつくって、その計画に基づいて監視指導を行っているわけですが、来

年度の計画案について御紹介したいと思います。それでは、よろしくお願いします。

まず、輸入食品のお話をする前に、食の安全に関する枠組みということで少し触れ
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させていただければと思います。

これは、「リスク分析」と書いていますが、それが一つのキーワードになるわけで

す。国民の健康の保護を目的として、国民やある集団が危害にさらされる可能性があ

る場合、事故の後始末ではなくて、可能な範囲で事故を未然に防いでリスクを最小限

にするためのプロセスということで、ちょっとわかりづらい話でございます。どうい

うことでこういった考え方が取り入れられたかということを少し復習してみたいと思

います。

これは今から15年ぐらい前に日本の食品衛生行政の枠組みとして取り入れられたも

のでございます。当時、2000年過ぎぐらいになりますが、1990年ぐらいから食中毒、

O157や、あるいは日本でもそうですけれども、BSEの発生があって、そういう中で食品

安全の取り組みがいま一度見直されるべきということでいろいろ議論があったわけで

す。日本だけでなくて世界的に大規模な食中毒も発生していたことで、どの国におい

てもそういう食品安全対策というものの見直しが行われました。

また、状況として、食品の製造加工が複雑化、高度化して、それに伴って監視をす

る方法も難しくなってきているという状況もありました。グローバル化というのは、

今もそうですが、当時からもそうで、さらにグローバル化が盛んに言われるようにな

って、輸入食品を見ても輸入がどんどんふえてきている状況があったわけです。そう

いう中で、このリスク分析の考え方が取り入れられたということであります。

この特徴としては、さっき申し上げましたように、後始末ではなくて未然防止、あ

らかじめどういった問題があるかということを科学的に考えて、ではそれをどういう

ふうに管理すればいいか考えて対策を打つ。そういうプロセスが言ってみればリスク

分析ということであります。

その要素としては、科学的に評価するリスク評価、その評価結果をもとにどのよう

に管理するかというリスク管理、その一連の工程を関係者の皆さんで意見を出し合っ

て構築していくというプロセス、リスクコミュニケーションのこの３つの要素をリス
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ク分析と言っていますが、そういうプロセスであるということです。

先ほど言ったように、特徴としては後始末ではなくて未然防止で対策をしていこう

ということですね。食中毒が起こってから対策を強化するのではなくて、あらかじめ

どういう対策が必要かということを考える。それから、科学ベースで基準なり対策を

打っていく。もう一つの特徴が先ほど言ったリスクコミュニケーションでありますが、

関係者みんながこういったプロセスにかかわり合っていただいて、その中で対策を講

じていくことが重要だと言われています。

そういうものが日本でも取り入れられたということで、組織的にもリスク評価をす

る食品安全委員会、リスク管理をする厚生労働省ほか省庁があります。何よりもリス

クコミュニケーションを通して関係者が、事業者もそうですし、学者の方、消費者の

方、全ての関係者がこういうプロセスに関与していただくことが重要でありまして、

きょうもそういう意味ではコミュニケーションの一つとして実施させていただいてい

るということになります。

ここで申し上げたいのは、輸入食品の安全確保を図る上において対策を講じていま

すが、輸入食品と国産の食品、同じルールで基準が適用されるということ。監視のや

り方は、国内と輸入されるものとでは、後ほどお話ししますが、違ってきますが、基

準自体は同じということをもう一度強調しておきたいと思います。

次に、輸入食品の現状について見てみたいと思います。

これは、昭和50年からの年次推移で輸入届け出件数、重量の推移を見ております。

赤いほうが件数でありまして、年によって増減はありますが、右肩上がりで増加して

いることがおわかりになろうかと思います。

考えてみれば、この間の食生活の変化、社会構造、生活の構造が変わったというこ

とで、女性の社会進出、あるいは高齢化が進んで、しかも単身者世帯がふえてきたこ

と、それによって原料輸入というよりも加工食品の輸入がふえてきたということもあ

ります。あるいはいろんなブームがありましたが、高付加価値のものを輸入してくる
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ということもございました。そういうことを背景に輸入届出が増えてきているという

ことが見てとれます。

まさに今もそうですが、この間、グローバル化ということが言えるわけです。経済

連携も進んできている中でグローバル化が進んできたということがございます。

特に小口のものが増えてきたということでありますが、最近の報道などでも、食肉

の輸入量がふえたということで、年間200万トンを超えたと記事に載っていました。食

生活でも食肉の一人当たりの年間消費量が30年間で25％ぐらい増えていると言われて

います。それを反映して、先ほど紹介したような報道でもあるように、輸入自体も食

肉の輸入が随分ふえているということで、この26年間で倍増、200万トンを超えたとい

うことが記事になっていたわけです。

そういった輸入が増えているということで、我々の食生活を豊かなものにしてくれ

ているのが輸入食品ということも言えるわけですが、安全であるからこそそういうこ

とも言えるわけであります。では、安全はどういうふうに確保されているかというこ

とを紹介したいと思います。

これは、輸入食品の安全確保のための監視体制の概要ということでございます。後

ほど個々の内容については詳しく触れたいと思いますが、ここで御覧いただきたいの

は、３段階において対策を講じているということでございます。

輸出国の対策、輸入時の対策、国内に流通してからの対策ということでございます。

これは後ろに参考資料でつけておりますが、食品安全基本法４条の中に輸入食品に限

ったことではありませんが、食品の安全性確保は、いわゆるフードチェーンと言った

りしていますけれども、国内外における食品を供給する工程の各段階において適切な

措置を講じることによって行われなければならないということが基本理念として書か

れているわけです。我々行政の対策としても、輸入食品の安全性確保のための対策と

してはフードチェーンで各工程でやるという点で３段階において対策を講じていると

いうことでございます。
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それでは、中身についてそれぞれ見ていきたいと思います。

まず、輸出国対策でございます。

一つは、先ほどの講演でも御紹介いただいたように、日本の規制を輸出国に周知す

ることが重要になります。というのも違反の原因を見てみますと、日本の基準をよく

知らなかったがために輸出してしまって、それで違反になったというケースもござい

ます。向こうで食べられているから当然日本でも食べられるのだろうという感覚で輸

入されることも確かにあるのかもしれませんが、そういったケースではやはり違反に

なることがあり得るわけです。

基準は国によって、同じものもありますが、違うことがあります。各国によって、

先ほど言ったような食習慣に基づいて食べる量が違うわけですね。これはよく食べる、

こっちは余り食べないといった摂取量が違ってきますので、基準自体違ってくるとい

うケースもあります。そういった場合に違反になることもあるということで、日本に

向けて輸出する場合には日本の規制をしっかりと理解していただく必要があるという

ことでございます。

そのために我々としては、日本の規制や監視指導計画、そういったものを英語版で

情報提供したり、あるいは在京の各国大使館や輸入者に対して情報提供して、輸出国

に対しての周知をお願いする、促進するということもやっています。

それから、輸出国に出かけて二国間協議を行うケースもあります。そういった場合

には、相手国、輸出国側の政府の担当者に加えて、事業者に対してもセミナーを開催

するなどして周知を図ったりしています。

それから、現地調査ということでありますが、法違反の可能性が高い食品として輸

入時に検査命令が実施されている食品などのこれまでの検査等で問題になったような

事例については根本的にその対策を講じてもらう必要があるということですので、そ

の都度、違反があれば違反原因の究明は輸入者を通じて行っていただいて報告いただ

く。違反原因に基づいて再発防止を図っていただくということもやっています。それ
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は輸入者を通じてだけではなくて、輸出国と政府間同士で二国間協議を行ったり、あ

るいは日本向けの管理システムをつくったということであれば、現地調査に行って確

認するとか、まだそういった対策に至っていないという場合でも、その問題点を把握

するために現地調査を行って協議するというようなこともやっています。

それから、輸出国への技術協力ということで、検査技術の面で不安がある、輸出国

の検査能力が果たして日本と同等かどうかということはよく言われるわけですが、そ

ういうことがないように、日本側からも専門家を派遣して向こうの担当官に研修をし

たり、あるいは輸出国側からの専門家を受け入れて、私どもの検査センターのほうで

研修を積んでもらうということもやっています。中国でも国際協力事業の一つとして

JICAを通じて技術協力をやってきています。検査だけではなくて農薬の管理対策をし

っかりとやってもらうために長期に専門家を派遣しているケースもあります。現在、

パラグアイあるいはインドネシアに専門家を長期派遣して、そこで根本的な対策を講

じていただくように技術指導を行っているということで、その効果も出てきていると

いうことがございます。そういう技術協力を行ったりしているわけです。

また、現地調査ということで28年度の実績を紹介しますと、BSEの関係では毎年、米

国やカナダ、あるいはほかの国に対して調査を行っております。また、韓国のヒラメ、

これはクドア・セプテンプンクタータという寄生虫による汚染の可能性がありますが、

向こうに行って現地を見て、二国間協議をして、対策について協議を行う、あるいは

構築するように要請するということをやっています。

先ほどパラグアイに専門家を派遣していると申し上げましたが、現地に調査に行っ

て、その対策についての進捗状況を確認しております。

ノルウェーの調査ということで申し上げれば、これは何か大きな問題があってとい

うことではないのですが、定期的に輸出国の調査、制度調査と言っていますが、どう

いう法規制あるいは管理体制になっているのか、日本によく輸出されるような食品の

衛生管理について個別の施設に調査をして、その管理状況を確認するということで定
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期的に行っている輸出国調査の例でございます。

ノルウェーの場合ですとサケや水産加工品が多いわけでありまして、そういった個

別の施設にお邪魔して管理状況を把握するということ、それから、先ほど申し上げた

ような相手国の制度についてお聞きして意見交換を行ったり、あるいは日本の規制に

ついて周知を行う、セミナーなどを行っているということでございます。

ノルウェー以外に28年度ではインド、シンガポール、マレーシアに行っております。

また、この状況については28年度も含めてホームページ等で紹介しておりますので、

そちらも御覧いただければと思います。

次に、輸入時の対策ですが、届出をしていただいて、それを審査する。必要に応じ

て検査するということであります。その前に事前相談というものも行っていて、審査

や検査の結果、問題ないということであれば、合格として輸入できる。不合格であれ

ば、廃棄、積み戻しまたは食用外転用の措置を講じることになります。モニタリング

も年間計画に基づいて行っているということであります。

届出の窓口ですが、全国32の検疫所に届出をしていただくことになっています。食

品衛生監視員は419名ということで、毎年、人員要求、検査体制の整備ということで我々

も頑張って、予算、組織、定員の要求をしております。30年度は11名増ということで、

かなり頑張ったわけですが、419名の食品衛生監視員がその任務を担っているというこ

とでございます。毎年このように人員も増やせればいいのですが、必ずしもそうとも

限らないということでございますので、的を射たといいますか、効果的な監視指導が

求められるわけであります。

その一つに輸入前相談がございます。先ほど言ったように、貨物として届出をする

以前に、事前に検疫所に相談いただければ、それは問題ないとか、あるいは違反にな

る要素としてはこういったものがありますからもうちょっと確認しましょうというよ

うな相談を受け付けております。

その結果、これが実数でありまして、毎年１万件から１万5,000件ぐらい、件数でい
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うとあります。その１件当たり品目でいうとかなり複数にわたって相談を受ける場合

がありますから、品目数でいうと２万件から３万件ぐらい毎年あります。

いわゆる本貨物で実際に輸入されてきたときに違反になるようなもの、違反とは言

いませんが、違反に該当するものということで違反該当件数というふうにここに挙げ

ていますが、そういったものは毎年250件から400件あるということです。

割合で見てみますと、相談のうち、違反に該当するような割合は1.7％ぐらいありま

すが、実際の貨物でいうと、28年度でいえば233万件強、輸入件数があって、そのうち

の773件の違反が認められたということですから0.03％ぐらい、違反として認められる

割合は相談のときのほうが圧倒的に多いのです。

ですから、こういう取り組みによって実際に違反になるものを未然に防いでいると

いうことでありまして、こういう取り組みは効果的ということがございます。したが

って、我々も、今後もさらにこの輸入相談については積極的に推進していきたいと考

えているところです。

実際に貨物が届け出されて検査を行う場合があります。届け出されれば、必ず届け

出内容の審査と確認を行います。これは100％行うわけです。おかしなものとか、例え

ば製造基準がどうも合っていないとかいうことは、そこではじかれることもあります

し、必要な書類が整っていなければ受け付けないということもございます。指定され

ていない添加物が使われていれば、そこでわかるということもあります。

そういうことがない場合に、さらに内容を審査して必要に応じて検査を行うという

ことで、その検査の種類をここに示しております。先ほど始まる前に見ていただいた

ビデオの中でもございましたが、指導検査は、国が輸入者に対して定期的に検査を実

施するように指導させていただいているものです。初回輸入あるいは定期的に輸入さ

れるようなものについては輸入者の自主的な取り組みとして定期的に検査をしてくだ

さいと、初めてのものであればその確認ということでやっておいたほうがいいわけで

ありまして、そういうことで指導する検査です。
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モニタリング検査は、計画に基づいて行政が行う検査でありまして、食品衛生上の

状況について幅広く監視、確認するということです。その結果に応じて検査を強化し

たりするという、ベースになるような検査でもあるわけですが、計画に基づいて実施

します。

検査命令は、自主検査やモニタリング検査で違反が見つかり、同じようなものでさ

らに違反が見つかる可能性があるというものについては、輸入者に対してその都度検

査していただく。100％検査をしていただくということになります。そういう検査があ

るということです。

これは検査の概要ということで、先ほど言ったように、モニタリング検査をやる中

で違反が見つかったということになれば、検査を強化して、頻度を上げて検査をさら

にして、調査する。その上で、さらに違反が見つかるようなことであれば、また違反

になる可能性が高いということで、先ほど言った検査命令として100％検査をしていた

だく。

検査命令しても一向に改善されずに違反が続くという状況であれば、包括禁止制度

というものもございます。これは15年前の食品衛生法改正のときに取り入れた制度で

す。普通は、違反があれば、その都度、違反原因を究明してもらって再発防止を求め

ておりますので、検査命令になっても繰り返し同じものがかなりの割合で違反になる

ということはなく、それに至らないということで、この措置自体がこれまで発動され

たことはないわけですが、そうならないように指導をやっているということでござい

ます。

これは結果です。モニタリング検査が青で、件数ベースでいうと余り変化がないの

ですが、毎年の品目ベースでいいますと、毎年、計画数は少しながらでも増やしてい

って、確実に目標を達成していますので、結果増えていっていることになります。一

方、検査命令は、違反がこのように減ってきている傾向があるということで、それに

伴って検査命令自体も少なくなってきていることが見ておわかりだと思います。指導
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検査は余り変わりがないということで、違反としては低下してきている傾向にござい

ます。

これが28年度の監視結果でございまして、御覧いただければと思いますが、こうい

う状況であるということでございます。

次に、海外情報に基づいて検査強化を行った主な事例ということで紹介しておりま

す。検査も重要ですが、それ以外に重要なのは、今、監視する上で海外の情報は非常

に有効です。昔はそういった情報は余り伝わってこなかったので、それこそ輸入時の

検査に力を置いてやらなければいけないということもあったわけですが、最近は、海

外での危険情報はWHOのネットワーク、あるいはEUでいうとRASFFというアラート情報

システムがありまして、仮にEUから日本に問題のものが輸出されたということになれ

ば、通報が来ます。それに応じていち早く措置をとることができるということで、こ

ういった情報はかなり重要です。我々の部屋でも担当者を決めて、毎日、食品安全情

報を探しています。それで見つかれば、大使館を通じて確認していますし、国立医薬

品食品衛生研究所、きょうもおいでいただいている畝山先生のところでもこういった

情報をチェックしていただいて、日本に影響しそうなことがあれば連絡いただくとい

うこともやっています。そういうことで対応したものがここに出ているようなもので

ございまして、個々に紹介することは省きたいと思いますが、こういう対応もやって

いるということで御覧いただければと思います。

違反情報として違反内容ですが、主に基準値違反が多く、農薬の残留基準値違反、

抗生物質等の残留基準値違反、６条というのはアフラトキシンであったり、腐敗変敗、

そういったものが多いわけですけれども、毎年1,000件前後、28年度は773件というこ

とでございました。

国内対策として、輸入を経て国内に流通するものについては、都道府県が国産食品

と同じように管内に流通する輸入食品に対して検査を行ったりしております。そうい

う中で違反が見つかれば、そういった情報を検疫所にフィードバックして、それ以降
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の輸入対策に反映するということをやっております。国内と連携をとりながら行って

いるということでございます。

あとわずかな時間ですが、来年度の監視指導計画について、今、申し上げた仕組み

の中で来年度どういったことに力を入れていくかということを紹介したいと思います。

TPPや経済連携が進むということで今後もグローバル化が進んでいくことが予想さ

れます。その中で、先ほどお見せしたような輸入食品の件数自体が増えていくことが

見込まれるわけです。ただ、こういった経済連携協定が交わされたとしても、食品衛

生規制そのものの緩和が強いられるということは決してありません。WTO・SPSでも認

められているように、必要な措置は今後もしっかりやっていくということでございま

す。

また、HACCPの動きでありますが、海外の動きを見てみますと、先進国を初め途上国

もこういったHACCPを制度化する動きが出てきています。HACCPの必要性ということで

いうと、古典的な食中毒は減ったものの、カンピロバクターやノロウイルスはなかな

か減らない状況があります。原因施設としては飲食店というものも確かにあるわけで

して、いま一度、食中毒対策という意味でも衛生管理の有効な手法であるHACCPを入れ

る必要があるだろうと思います。

HACCPはグローバル化の中でも輸出入にとってはパスポートになっていると言えま

す。インバウンドで日本の食品が見直されて海外に輸出していこうという動きもある

中で、HACCPは必要です。とりわけ輸入食品に対しても、安全を確保する上で輸出国で

しっかりと管理していただくためにもこういったHACCPを求めていくことが必要だと

いうことです。

こういうことで現在、食品衛生法の改正をにらんで、その準備を行っているところ

です。HACCPあるいは器具及び容器包装のPL化（ポジティブリスト化）というメニュー

と同時に、懇談会と言っていましたが、いま一度、検討会で有識者に集まっていただ

いて、食品衛生規制の現状をチェックしてもらって課題を洗い出していただいたとい
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うことで、輸入についてはここに紹介したとおりですが、やはり輸出国対策をしっか

りやっていく必要があるということでございます。

HACCPによる衛生管理を求めていく。あるいは現行、食肉などは衛生証明書を求めて

いますが、それに乳製品を加える。あるいは水産品、特に生食用カキ、フグ、そうい

ったものは海でのコントロール、管理が重要になりますので、その点については、現

在、輸出国側で衛生証明書を発行してもらっていますが、それを法制化して根拠づけ

をやるべきということでメニューとして挙げています。

計画の長期的な展望として、今、申し上げたように、これまで輸入時検査を中心と

してやってきましたが、それに加えて輸出国対策をさらに徹底していくことが重要と

いうことで取り組もうとしています。

その中で来年度につきましては、自主管理をさらに進めていただくよう、指導を推

進していくことで取り組むことにしています。いわゆる健康食品の原材料や、そのも

のを輸入される場合がありますが、その際に国内での事業者と同じように健康被害情

報について把握するように指導を徹底していく。それから、器具及び容器包装につい

ても、そこで使われる材質を含め確認し、ガイドラインがございますので、それをも

とに指導していくということをここの中に書いております。

輸入時のポイントとしては、モニタリング検査をやっていくわけですが、これまで

の違反を踏まえて、こういった検査を強化していく。それから、初回輸入時に必要に

応じて輸入届出と実際の貨物の同一性の確認をするということで、自主管理の一環で

はありますが、検疫所においてもそれを検証していこうということも書いております。

後のことは引き続きしっかりやっていくということでございます。

輸出国対策としては、これまでの対策をさらに充実させていくということで、HACCP

による衛生管理の推進なども入れています。

輸入時の対策としては、モニタリング検査を対前年比1,000件増、アップしてやって

いくということで考えております。
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最後になりますが、リスコミについてもしっかりとやっていく必要があるというこ

とで、先ほどの先生方のお話にもございましたが、いろんなパンフレットやQ&Aもタイ

ムリーに出すということで工夫しております。見やすいようにするということで工夫

も随時行っているところでございます。これについてはいろいろとまだ至らないとこ

ろもあろうかと思いますので、いろんな情報を出していますが、見にくいという御批

判もいただいています。順次改善していきたいと思っております。皆さん方の御意見

も賜ればというふうに思っています。

今回の意見交換会もそうですし、今、パブリックコメントを求めて計画を出してお

りますが、それについてもアクセスできるかと思います。ぜひ御覧いただければと思

います。

それから、先ほどあったような体験型ということでいうと見学会、ことしは明治150

年ということで検疫所では、そういう施設、資料などもありますし、横浜検疫所では

一般公開も夏に毎年やっておりますが、そういったところに来ていただければ、検査

をやっている姿、状況、あるいはどういうことで監視をやっているかということもお

わかりになれますので、ぜひ御覧いただければと思います。現場の職員は一生懸命や

っております。ぜひそういうところに行っていただいて御理解いただくとともに、何

か我々にとっても御指摘等いただければ、またそれを踏まえて改善していきたいと思

っております。引き続きの御支援、御理解を賜ればということでお願い申し上げて、

私の説明を終わりにしたいと思います。ありがとうございました。

○司会（佐々木） ありがとうございました。

ここで約10分間のレイアウト変更のための休憩をとります。出入り口は後方２カ所

にございます。会場と通路の間に段差がございますので、どうぞ御注意ください。次

の開始は14時55分を予定しております。それまでにお席にお戻りいただければと思い

ます。よろしくお願いいたします。
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（休 憩）

○司会（佐々木） では、お時間になりましたので、再開いたします。

ここからは登壇者による意見交換を行いたいと思います。壇上には、先ほど講演を

行った者に加えまして、株式会社Studio coodyの浜田陽子さん、国立医薬品食品衛生

研究所の畝山智香子さんの２名、合計５名に着席いただいております。

ここからは厚生労働省医薬・生活衛生局食品監視安全課輸入食品安全対策室の梅田

に進行を任せたいと思います。それでは、梅田室長、よろしくお願いいたします。

○厚労省（梅田） 梅田でございます。これからの第２部では進行役を務めさせてい

ただきたいと思います。

それでは、株式会社Studio coodyの浜田陽子さんと国立医薬品食品衛生研究所の畝

山部長には、自己紹介も兼ねまして、輸入食品の安全確保のためのそれぞれのお立場

での取り組みについてお話しいただければと思います。まず、浜田さんよりお願いし

たいと思います。

○Studio coody（浜田氏） ただいま御紹介いただきましたStudio coodyの浜田と申

します。

私自身は、料理研究家として番組に出演させていただいたりしていますが、Studio

coodyという会社はフードコーディネートの業態でして、麻布十番で会社をやっており

ます。主に番組づくりや裏方の作業が多いフードコーディネーターなのですが、その

一方で、製品の製造・流通・開発・企画、そういったものにかかわり、あと、今回の

テーマにもなっている輸入食品の各国の事業団体との仕事も多くやってきました。例

えばカナダ航空、アメリカ・オーストラリアのビーフ、ノルウェーの水産物審議会、

カリフォルニアレーズン・アーモンド、いろいろやってきました。もちろん国内の食

品の流通関係にもかかわっています。

ほかには、行政の仕事も、農水省、内閣府の観光資源のPR、そういったものにも、
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一口には言い切れないようないろんなことをさせていただいていますが、一般のお母

さん方やシニア向けの行政が展開するような料理教室、栄養学の講座、そういったも

のにも登壇させていただくことがあります。

消費者とメーカー、流通のちょうど真ん中にいるような立場と思いますので、きょ

うは微妙な立場ではあるのですが、私の見解からも御意見させていただければと思い

ます。よろしくお願いいたします。

○厚労省（梅田） ありがとうございました。

それでは、畝山部長よりお願いします。

○国衛研（畝山） 国立医薬品食品衛生研究所安全情報部の畝山です。

私たちの研究所は、厚生労働省の直轄の数少ない国立の研究所ということで、主に

うちの部では海外の食品安全に関する情報の収集と提供を業務にして厚生労働行政の

一環に役立てていただくということをやっております。

食品というのは、国産であろうと輸入であろうとそもそも膨大なリスクがあるため

に、リスクに関する情報を適切な方に適切に利用していただくことで初めて食品が安

全に食べられるということですので、その意味で情報は非常に大事です。その情報を

できるだけ使いやすい形で、実際に生産者あるいは消費者に至るまで利用できる形で

提供していただくにはどうしたらいいかということを日々考えて業務をやっておりま

す。

うちの部では、微生物と化学物質、それぞれ担当者は別なのですが、私は化学物質

のリスクに関する研究を主な業務としております。本日は、学識というか、研究者の

立場から意見させていただきたいと思います。よろしくお願いします。

○厚労省（梅田） ありがとうございました。

本日はたくさんの方にお越しいただいておりまして、申し込み段階での取りまとめ

でございますが、およそ60％が事業者の方、12％が消費者の方、10％が行政関係者の

方となっております。
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きょうは、いろいろな立場の方々と活発な意見交換ができればと思っております。

後半には会場の皆様方との意見交換の時間も設けておりますので、御質問等がござい

ましたら、手を挙げていただければ私から指名させていただきます。係の者がマイク

をお持ちしますので、可能でしたら御所属とお名前をお願いしたいと存じます。でき

るだけ多くの方に御発言いただきたいと思っておりますので、御発言は要点をまとめ

て２分以内でお願いいたします。また、回答もできる限り簡潔にお願いしたいと思っ

ております。

登壇者間の意見交換は、事前質問をもとに、輸入食品の安全対策の実態、食品のリ

スクとその伝え方、この２つを大きなテーマに据えて議論を行いまして、最後に、消

費者、事業者、学者、行政等それぞれの立場で輸入食品とつき合うためには何をする

べきか、そういったところを考えていきたいと思っております。

では、早速、意見交換に移りたいと思います。まずは、申し込み時の事前質問や御

意見の中にも見られました輸出国における管理について取り上げたいと思います。

いただいた御質問を紹介させていただきます。「輸出国の段階で違反食品を日本へ

入れない手だてはあるのか」「日本の法律について相手国にどのように伝えているか」

「原産国の衛生管理はどうなっているのか知りたい」といった質問が寄せられており

ます。

先ほど、行政における輸出国対策として、食品衛生規制の周知、あるいは二国間協

議、現地調査、輸出国への技術協力も行っているといったことを紹介させていただい

たわけですが、事業者の取り組みについて岩間さんから御説明いただければと思いま

す。

○日本ハム（岩間氏） 日本ハムの岩間です。

先ほどの説明と少し重複するところもあるかもしれませんが、輸出国に対しまして

企業として取り組んでいることは主に２つあると思います。

まず、輸入する食品の製造規格等を取り寄せて、そもそも日本の法令に合っている
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かということを事前に検査または確認しなければいけないと思います。輸入してから

問題を起こすということは、企業にとっても消費者にとっても大きなロスですので、

できるだけ日本に入ってくるまでにそれが正しいかどうかを確認する必要があるかと

思います。

例えばアジアの国におきましては、食品に主に使う塩ですが、塩にヨウ素が含まれ

ていることがあります。これは、その国の栄養状態の関係で、日本はヨウ素の摂取量

が非常に多いので食品に入れる必要はないのですが、アジアの国におきましては、ヨ

ウ素が足りないので、国の方針で塩にヨウ素を入れたりします。現地の塩をそのまま

使いますと当然ヨウ素が入っていますので、日本の法律では使えないということがあ

りますから、製造規格段階をしっかりチェックして、そもそも日本に輸入してはいけ

ないものが入ってこないように確認することが大事だと思います。

もう一つは、先ほどのスライドでもありましたが、定期的に現地に行って製造環境

を確認するということだと思います。商品をつくる前に、開発の担当者が何度も現地

の製造工場に行って規格をつくっていくのですが、製造の担当者の視点と品質保証の

視点はまた違いますので、私どものグループは、品質保証のメンバーが必ず生産工場

に行きまして現地を見る。当然、目線が違いますので、違う目線で工場のチェックを

するというのが大事だと思います。

また、監査につきまして、日本に輸入するものですから、日本の監査基準で現地を

見せていただきます。現地の法令と違いますが、あくまでも日本の法令にのっとった

監査をするということにしております。

また、私ども加工品をつくりますので、現地の加工工場が中心ですが、原材料の農

場や養殖場、そういうところまで確認が必要な場合は行きます。農場に行きまして、

農薬の管理がちゃんとされているか、養殖場では不必要なものがないか、確認する場

合もあります。それは必要に応じてやっています。

もう一つ、単に工場の衛生状況を見るだけではなくて、私どもその工場に行ったと
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きに、工場や会社の品質保証体制を確認しています。例えば、その会社の組織体制は

どうなっているか、HACCPを含めました国際的な品質保証の標準規格をとっているか、

または品質保証の人数が何人ぐらいいるのか、単に現場を見るだけではなくて、いわ

ゆる客観的情報というのはその工場や会社の全体像を見ることができますので、そう

いうことも確認しながら、前年とことしがどう変わっているか長期的に見ることによ

って安全な体制なのかを見れるかと思います。品質監査・検査というのはどうしても

点なのですが、点よりも面で見るためには、そのような客観的情報を見るようなこと

をしています。

あと、先ほども話しましたが、人と人の問題かと思います。私たちが海外の法律を

熟知していないのと同じで、見たこともない人もいますので、現地の方も日本のこと

はなかなかわからないですね。できるだけコミュニケーションをとって現地で勉強会

をしたり、日本をよく知っていただくということをしています。

私の経験なのですが、あるアジアの工場で、微生物の検査方法が日本の検疫所で求

めているレベルまたは方法と違うことがありました。言葉で「日本はこうだ」と言っ

てもなかなか伝わらないので、現地は英語が母国語ではないのですが、私も片言の英

語で話しながら、結局は自分で検査方法をやってみせたのです。見せると「ちゃんと

教えてくれるのだ」と伝わるのですね。品質監査というと、どうしてもチェックと言

われて非常に嫌がられる仕事なのですが、現地のためになるようなことをきっちりや

っていくと理解していただけるという事例がございました。

また、工場を監査したときに、品質に関する機械の不具合があったのですが、それ

を指摘するのは簡単なのですけれども、たまたま私も知識があったので、その機械を

直すことができたのです。そうすると、現地の方が、おまえは結構教えてくれるとい

うことでクロージングのときは友好関係ができまして、その工場からはそれ以降、弊

社グループに全く問題ない商品を作って頂いています。幾ら食品の取引をするとはい

え、やはり人と人の関係だと思いますので、できるだけ信頼関係を構築していくこと
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が安全な食品を日本に輸入する方法ではないかと感じております。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

事業者としての取り組みとして、かなり苦労されている様子もうかがい知ることが

できました。話すことはいっぱいあるのだろうと思いますが、時間の関係もございま

すので、この件について、ほかの登壇者の方、何か御意見等ございますか。

○全国消団連（浦郷氏） 輸入時の検査だけでなく輸出する国の段階で行政も事業者

も安全確保のために大変な努力をしているということがわかりました。きょう、こう

して直接聞くとそれがすごくわかるのですが、残念ながらほとんどの消費者は知りま

せん。この安全確保の取り組みということでは、それをニュースとして報道したりホ

ームページで紹介するだけでは消費者にはなかなか伝わらないのではないかと思いま

す。字面だけでは伝わらない。とにかく工夫して見せるというのが大事だと思います。

岩間さんが検査方法を見せたら向こうの方々もわかってくれたということですが、や

はり見せるということはとても重要ではないかと思います。

そういうことで言うと、私、個人的に思うのですが、安全確保に関する取り組みを

これだけやっているということを消費者に知らせる、見せるならば、先ほどからのお

話でありましたけれども、相手国の現地調査に行っている、技術協力もしているとい

う話もありましたので、現地調査に密着して見せるとか、技術協力奮闘記みたいな感

じでドキュメンタリー番組とコラボして取り組みそのものを見せるというやり方など

をすれば、結構消費者に伝わるのではないか、効果的ではないかと思っています。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

また、後ほどリスクの伝え方ということでお話をさせていただきたいと思いますが、

そういう「見える化」といいますか、情報をどのように伝えていくかということは重

要なテーマだと思います。

何かほかにございますか。例えば、今のどのように見せていくかということについ

てでも構いません。岩間さんのほうから何かあるようであればお願いします。
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○日本ハム（岩間氏） 確かにその方法も一つあると思います。最近はテレビで工場

の裏側とか、そういうのも多くて、私も一消費者として見ますと非常に楽しい番組で

すので、そういう方法も一つあるかなとは思います。

逆に、事業者の立場になりますと、きょうも事業者の方は多いと思いますが、秘密

保持契約があり見せられないところがございますので、番組をつくる、または企画す

る際に、どういうことが適切か、どれぐらいできるか、お互いに歩み寄っていけばそ

ういう方法も一つあるかなとは思います。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

ほかに何かございますか。浜田さん、お願いします。

○Studio coody（浜田氏） 今、番組というキーワードが出ましたので、多分振って

くださったと思いますが、私、番組制作にずっとかかわっておりまして、ゴールデン

プライム帯という皆さんが一番見ている時間帯に、最近はまさに日本のリスク管理の

番組など、現場を海外の方が視察しに来て「おお、すごい」みたいな、アメージング

的な番組があったりしますね。

ただ、それを情報としておもしろいとか、そういうふうに自分からキャッチしに来

る人はごく一部というのが残念なところかなと思っています。意識が高い方は自分か

らそういった情報をとりに来るのですが、マーケットをつくっているのはそうではな

い人がほとんどなのではないかと思うところもあります。

ですから、本当のリスクコミュニケーションというのは、リスクコミュニケーショ

ンという言葉を知らないような方にもわかりやすく伝わるべきではないかと思ってい

ますので、今後、番組などで何かそういうのがあったら私も皆さんの意見を伺いたい

と思います。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

畝山先生、何かございますか。

○国衛研（畝山） 伝わるか、伝わらないかという話なのですが、そもそも食品の安
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全性について、消費者だけではなくて多くの人が食品を自分はよく知っているという

ふうに思っているところがあります。実は食品のことはみんなよく知らない。知らな

いことを知らないというところがまず第一で、知らないから知りに行こうと思わない

というところが一番の問題かと思うので、その辺は難しいと思いますが、地味にやっ

ていくしかないのかなと思っています。

○厚労省（梅田） わかりました。ありがとうございます。

これに関連した個別の質問として「輸入食品の安全性、特に中国について教えてほ

しい」あるいは「毒物混入事件などがあったために特に中国食品の安全性に不安を抱

く人が多い。一般消費者は刺激的な記事ほど印象に残りやすく、不安・誤解のもとに

なっていると考える。正しい理解のためにはどのようなことができるか」といった御

質問が寄せられています。先ほどの御質問と関連しますが、岩間さんのほうから中国

やアジア諸国での管理について御紹介いただければと思います。

○日本ハム（岩間氏） 弊社グループとしまして、中国、アジアにつきましては、消

費者の方も非常に関心が強いので、特に検査体制は強化しております。あわせて主力

の工場におきましては、駐在員を置きまして、日本とのコミュニケーションがとりや

すいような体制を既に構築しております。

方向性としましては、繰り返しますが、つくってから検査するのではなくて、でき

るだけ原材料の段階で検査を行って、安全な商品を生産することを念頭に置いていま

す。

特に消費者の方の興味があるのは、農薬や抗生物質の報道が非常に多いので、そち

らかと思いますが、当然、全量検査はできませんので、リスクに応じて定期的な検査

を行っております。もし中国で違反、またはその兆候が見られた場合は、その供給元

をきちっと指導していく。違反やその兆候がわかったものは使わないのですが、そう

いう活動をしています。

中国やアジアだけに特化していませんが、問題が起こった場合は、日本国内でも一
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緒ですけれども、現地に行って原因追及をする。その原因がはっきりして対策を打て

て初めて生産を再開するということをしております。

私の少ない経験ですが、中国やタイの工場に行きまして、非常にすぐれた生産工場

はいっぱいあります。日本の工場よりももっと優れた管理ができているところもござ

います。中国はイメージが悪いのですが、私の感覚としまして、10年前と比べたら、

検査の実績から考えまして違反件数は激減していると思っております。また、中国政

府の取り組みも、この10年間で法律もすごく厳しくなっていますし、また、法律もい

ろいろできてきて強化されていますので、中国に関しましては、安全性は10年前とは

比べ物にならないくらい高いものになっていると感じております。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

ほかに何かございますか。先ほど来、少し入っていますが、偏った報道、イメージ

が先行しているということもあって、正しい情報を理解するためにはどのようにすれ

ばいいかということが大きなテーマでもあると思います。そのあたり、御意見なりご

ざいましたらお願いしたいと思います。

○全国消団連（浦郷氏） 私、先ほど消費者は知らないので情報発信が大事と言いま

したが、過去の事件、そういうのはすごく印象に残るのです。特に中国産に関しては

そういう先入観が根強く残っています。中国産は危ない、不安という先入観を持った

まま情報に接することになるので、正しい情報があってもそれを消費者はなかなか受

け取らない、納得しない、そういうところがあると思います。

最近は、必要以上に不安をあおる過激な報道、不安をあおるタイトルの書籍なども

出ています。これについては、これでいいのかという思いがありますので、業界内で

も考えてほしいというのがあります。

正しい情報の伝え方というところで、最近、行動経済学というのが話題になってい

るようです。人の脳は不安を回避するほうに動く、だから不安を駆り立てる情報に流

されてしまうということらしいのですが、ではそういうふうにならない情報の伝え方
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はどういうものか、専門家の方とともに行政の方も事業者の方も研究して工夫してほ

しいと思います。まず一番は、事件が起こることがないように安全確保に努めていた

だくということだと思います。

それから、私たち消費者団体も、正しく理解してもらうための情報提供や学習を地

道に続けていくことかなと思っています。きちんと検査や管理がされていて、違反率

からいうと中国は決して高くないというところを伝えていきたいと思います。

私自身も、全国消団連に所属する前は生協の「食に関する学習会」でさまざまなこ

とを学びました。一回では理解できないけれども、何回も学んだり、学んだことを周

りに伝えていったことで自分自身の理解にもつながったということもありますので、

そこら辺、情報提供や学習が必要と感じています。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

浜田さん、何かございますか。

○Studio coody（浜田氏） 一般の消費者の方は、日本の食生活が中国に限らず輸入

食品にどれだけ頼っているか、余り意識しないで過ごしているのだと思います。です

から、そこら辺のベースの知識、意識というのをちゃんと持てる方法があればいいと

思います。輸入食品がないと我々は、外食、中食、本当に何もなくなると思うので、

ただ、それはなかなか知られることもなく、意識もないのだと思います。

先ほど皆さんとお話をしていまして印象深かったのは、中国の食品は危ない、そう

いった漠然とした意識が消費者にはありますが、中国も輸入大国であるということで

す。そういうことも一般の人は知らないと思います。中国の食品自給率も非常に低く

て、中国で流通している食品も輸入のものが多い。中国だからだめなのだというのは

誤認識という、その真偽がわからないのが実際だと思います。

ただ、やはり報道ですね。私もメディア側にいて何とも言えないですが、中国の食

品工場で、落としたものをまた入れる、あんなのがあると「中国は」と全体になりが

ちです。では、日本はどうかというと、例えばコンビニでバイトの人が食洗機に入っ
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てみたり、いろいろ問題はありますが、日本国内で起こったことは、あれはコンマゼ

ロゼロ幾つというような一部にしかすぎないという感じで印象づけられるのですね。

このそご、乖離というか、不思議だと思いますが、イメージ先行でしかないという印

象です。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

畝山先生、何かございますか。

○国衛研（畝山） 中国食品批判みたいなのは一種の娯楽になっていて、中国をたた

くことが視聴率をとれる番組のようなところもあるので、それも問題です。

それから、事業者さんが多いので言いたいのですが、ネガティブマーケティング、

うちは中国産は使っていませんみたいなことを言う事業者がかなりいますね。そうや

って悪いほうに利用している人たちがいるというところもやはり問題なのです。

客観的事実を見れば、中国がほかの国と比べて特別どうということはなくて、では

日本がすぐれているかというと必ずしもそうではない。日本は輸出していないので、

相手国から余り文句を言われたという経験はないかもしれないのですが、食品安全委

員会が世界各国の安全情報を食品安全関係情報というデータベースで公開しています。

その中に台湾や香港の情報が入っていますが、日本の食品が向こうでどれだけ違反が

出ているかという情報も出ています。そういうのだけ集めれば日本は危険だというニ

ュースが台湾や中国ではできるのです。ですから、自分たちがどう見られているかと

いうことを考えたら、そんな一方的に批判して楽しむということはできないと思いま

す。

それから、中国に関しては厚生労働省もこの10年でかなり頑張ってきたということ

があるので、その辺は梅田室長からもうちょっと説明できると思いますので、説明し

てください。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

振られましたので、私から中国政府の取り組みということで申し上げたいと思いま
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す。

日中間では食品安全の関係では取り決めとして、「日中食品安全推進イニシアチブ」

というのがありまして、閣僚級あるいは実務者級の会合を定期的に向こうでやったり

こっちでやったり、意見交換、協議、それに伴って現地調査、そういったものをお互

いにやっています。政治的に日中関係が不安定な中でもこの協議が続いてきているの

は事実でして、食品安全については政治的な側面とは別に科学的に議論するというこ

とで役だっています。

先ほど来、中国に対する不安というのがございました。実は私も、ギョーザ事件以

降、安全性が求められたので、中国に３年赴任しておりましたが、そこで中国政府と

安全問題についてやりとりを直接しました。行く前は、やはり私も一消費者として同

じ感覚で、中国は困ったものだと、行くのが嫌だったぐらい、これはオフレコですけ

れども、思っていたぐらいです。それは、まさにイメージがそうだったからです。

でも行ってみると、自分で見るのと聞いていた内容とは違うということに気づきま

した。やはり中国政府の取り組みも食品安全については、先ほど紹介いただいたよう

に、10年ぐらい前からかなり本格的にやっています。組織も変えましたし、食品安全

法も新たにつくって取り組んでいます。

これまでの国際的な信用を失墜したということもあって、威信をかけて輸出食品の

食品安全に力を入れています。国内食品でいろんな不安な事故が伝わってきますが、

事、輸出に関してはそういった事件とは全く違う管理の中で輸出されているというの

がわかります。監督・管理する部署も全く違います。もちろん連携はあるのかもしれ

ませんが、輸出入については一貫して一つの部署がやっているということであって、

それが効果を発揮してきています。輸出国対策ということで、日本向けにも、ギョー

ザ事件以降、検査を３回やる。生産段階、加工段階でも２回やって輸出する。そのチ

ェックを行政がやって、もしそれで違反が出れば、その職員が処分を受けるというこ

ともあるようです。それぐらい厳しくやってきています。
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行政としてのそういう取り組みがだんだんと効果を発揮しているのではないか。も

ちろん、それで違反が全くゼロになるというわけではありませんが、そういう方向で

取り組んでいるということで、先ほど紹介がございましたが、中国産食品の輸入自体

も違反が減少傾向にあるというのはそういう事実を反映しているのだろうと思います。

ただ一方で、国産はそういった取り組みがまだまだ不徹底というのも事実だと思い

ます。私も行ってみて、いいものはいい、悪いものは悪いと考えるようになりました。

日本に伝わっている情報というのは余りにも不公平だと思って、機会があれば体感し

たことをお話しさせていただくのですが、もちろん、まだまだ管理していただく必要

があるということで、先ほど申し上げたイニシアチブでの協議を通じて日本向けの輸

出食品の安全確保をさらに徹底していただくようお願いしてきているということでご

ざいます。

何かございますか。

○質問者Ａ 中国食品についてよろしいですか。○厚労省（梅田） 後ほど会場から

御意見をお聞きする時間にご指名しますのでよろしいですか。済みません。

では、時間の関係もありますので、先に進めさせていただければと思います。

次の話題として輸入時の検査についてでございます。「輸入食品の検査状況などを

知りたい」という御質問をいただいております。先ほど私から輸入時の検査の概要に

ついてお話しさせていただきましたが、輸入時については、届出をしていただいて、

検疫所においてその内容については100％チェックする。その上で、例えば海外からの

危険情報があれば、それは自動的にはじく、輸入できないように積み戻しを指導する

というようなことを行っています。また、過去の違反実績等を踏まえて、違反の可能

性が高いものについては命令検査でもって100チェックしていく。

残ったもの、言ってみれば違反のリスク、違反の可能性の高いもの、あるいは危険

情報で国内にそのまま入ってしまうと健康被害になる可能性の高いようなものをはじ

いていった後、違反リスクが高いとは言えない、低いもののグループについても、計
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画的に調査する目的でモニタリング検査を行っています。これは毎年計画を立てて、

必要な検査を何に対してやるか決めて行っています。

そういうことに加えて、事業者の取り組みとして、先ほどおっしゃっていただいた

ようなことも自主的な取り組みとしてやっていますし、検疫所においても自主的な検

査を定期的にやってもらうように指導するということで行っております。結果として、

先ほど紹介したような輸入食品全体の違反としては減少傾向にあるということでござ

いまして、効果的に輸入対策が図られているのではないかと思っております。

その点については、例えば先ほどの国産のものとの比較ということで考えてみても、

私ども、都道府県を通じて年末一斉あるいは夏期一斉取り締まりで流通食品を調査し

ていただき、その報告をいただいています。そういう結果を見ても、違反や指導した

件数、割合からいっても国内産と輸入とではそう変わりはない。むしろ輸入のほうが

低いぐらいのことで、少なくとも国産に比べて高い状況はないということも考えれば、

輸入食品の現在の取り組みはまずまず効果的に行われているのではないかと思ってい

るところでございます。

これにつきまして、輸入後の食品に対する検証としての試験あるいは仕入れ時の確

認なども取り組みとしてあるかと思いますが、岩間さんのほうから何かつけ加えるよ

うなことがございましたら、お願いします。

○日本ハム（岩間氏） 輸入した原料を工場で生産に使う前には、検品という工程が

ございますので、検品をします。もし原料または資材におきまして、何か不具合があ

ったり、異物が発見されたという場合には、そのデータを蓄積して輸出国のメーカー

のほうにフィードバックして常に改善を図るということは行っています。

検査につきましては、検疫所で検査が行われているのですが、日本に輸入する前に

現地で検査をしてもらいます。日本に持ってきて検疫所で違反が見つかり、シップバ

ックということはできるだけ避けたいので、現地で検査するのですが、できるだけ日

本の検疫所で求めている検査方法を先方にも要求します。または自社の工場で実施し



42

ます。

ただし、日本の検査方法と海外は当然違うところもございまして、同じ資材が手に

入らないときもあります。そういうときは、それと同等の結果が出るだろうというこ

とをある程度検証した方法を現地にお願いしてやっていただくということで、できる

だけ日本にスムーズに輸入できるような商品をつくっております。

また、日本に入ってから自社でも定期的にモニタリング検査をしますが、例えば自

社の検査データは自分でやっているから都合のいいデータを出すのだろうというお客

様はいらっしゃいます。検査機関も客観的評価をするために、日本ハムの中央研究所

におきまして、ISO17025の認証をとって、少しでも客観的な社会評価をした検査機関

において公平公正な検査をするという取り組みをして、できるだけお客様に安心して

いただくような体制で取り組んでいます。

万が一、違反が発見された場合どうするかということですが、速やかに行政機関当

局に届けるとともに、流通をとめる措置をすぐとります。今、食品企業はどこでも取

り組んでいると思いますが、トレース、履歴管理をしておりますので、投入した原料

がどういう製品になった、ということをトレースするようにしています。万が一のと

きは、速やかにお客様、また消費者のお手元に行く前にとめるような体制をつくって

おります。

以上です。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

ほかにございませんか。畝山先生、何かございませんか。よろしいですか。

続きまして、事前の質問が一番多かった「食品のリスクとその伝え方」ということ

で、先ほど来、どのように伝えていくかということについては中身に入っております

が、質問では「消費者が求める輸入食品の安心とは何か。安心を得るには何が必要な

のか」あるいは「輸入食品に関しては安全と考えていますが、消費者の安心が得られ

ていないのが現状です。この現状を打開するための方法について意見を聞きたい」と
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いう御意見が寄せられております。

安全と安心にギャップがあるという御意見ですが、安全な食品とは何かということ

で畝山さんにお願いしたいと思います。

○国衛研（畝山） 私は、研究者という立場で食品の安全に関しては科学的にいろい

ろ対応できるのですが、安心に関してはそれぞれの個人が得ていただくものというこ

となので、先ほど浦郷さんがお話ししたことがヒントなのかと思います。

食品にはもともとリスクがあって、食品が安全だと言いつつも、どういう食べ方を

しても安全だという意味ではないのです。例えば、ハムの方がいらっしゃるのであれ

なのですが、ハムは安全だと言っても、それを毎日たくさん食べてもいいという話で

は全然なくて、それから、お肉などもきっちり加熱して食べるという安全な食べ方が

あります。その情報を消費者が持っていることでようやく安心できるのです。

ですから、消費者は食品のリスクをきちんと知った上で、そのリスクを管理するた

めの方法、具体的にどうすればいいのかという情報を持って、それを自分で実行する

ことによって食品を安全に自主的に管理している。そういう感覚が安心のためにはま

ず重要だと思います。

事前質問にリスクコミュニケーションという単語がわかりにくいとか、あるいはリ

スコミというとリスクを押しつけるのではないかというような意見があったのですが、

そうではなくて、食品にはもともとリスクがあるのだから、そのリスクをどう管理す

ればいいのか、消費者にその情報を与えることで消費者をエンパワーメントする、力

を与えるのがリスクコミュニケーションであるというふうに私は思っています。

最初に戻りますが、そのことを浦郷さんのように勉強することによって昔よりは安

心感が得られているのだと思います。ですから、人様に全部任せて安心したいという

のではなくて、自分で自分のことは管理する。そのことが自律的にできることによっ

て安心する。したがって、安心が欲しいのであれば勉強してほしいし、自分で対応し

てほしい。私から言えるのはそういうことなのですが、多分、経験を含めて一番よく
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お話しできるのは浦郷さんだと思うので、ぜひお話ししていただきたいと思います。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

それでは、浦郷さん、お願いします。

○全国消団連（浦郷氏） 今、畝山さんのお話にあったように、食品の中にはリスク

がある。では、それをどう管理していくのか、そこが大事で、リスクの中の何に一番

気をつけなければならないのかというのがリスクに関して正しく怖がるということな

のかなと思います。

リスクに関して消費者は知ることが必要だと思いますが、それには、今、畝山さん

が言われたように、みずから学ぶ。安心を得るために何が必要かと言われたら、やは

り消費者もみずから学び、知ることが必要で、だから消費者が知りたいと思ったとき

にちゃんと学べる機会をつくっていくことや、知りたいと思ったときにちゃんと正確

な情報があるということが必要なので、常に情報提供はしっかりしていくということ

が大事なのかなと思います。

私も以前、生協の組合員の活動で食を学ばせてもらいました。生協に関わる前は、

例えば食品添加物に関しても、世の中の食品は添加物をいっぱい使っているのだから、

添加物が嫌だと言っていたら、そのうち食べるものがなくなるぐらいの気持ちでいた

人間だったので、生協の学習で初めて添加物とはどういうものなのか、きちんと教え

てもらいました。何もないところにすっといろんな知識をいただいたので、すんなり

入ってきたというところかと思います。今、情報はすごくたくさんありますが、やは

り消費者みずから知るというのが安心を得るためには必要で、そのための機会をつく

り、情報提供はしっかりしていかなければいけないと思っています。

もう一つ、安心を得るためには「見える化」がすごく必要だと思っています。ちょ

っと私の経験をお話しさせていただきますと、たまにお弁当をつくるのですが、お弁

当をつくる人はわかると思いますけれども、ブロッコリーはすごく重要なアイテムな

ので、冷凍ブロッコリーをいつも冷凍庫に常備しています。私はいつも生協で北海道
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産の冷凍のブロッコリーを買います。たまたま機会があって北海道の産地に行って、

収穫から冷凍するまでの一連のところを全部見せてもらったので、応援したいという

気持ちもあって、ちょっと割高なのですが、いつもそれを買っていました。

でも、たまたまそれがなくて、普通の冷凍のブロッコリーだったのですが、多分輸

入だろう、どこの国なのだろうと思って裏を見たらエクアドルと書いてありました。

エクアドルはどこ？というのがまず一番でした。南米の赤道のあたりで、コーヒーや

バナナのイメージはあるのだけれども、ブロッコリーのイメージが全然なかったので

す。もちろん買いましたし、安全だというのは理解しているのですが、気持ちのどこ

かでどうなのだろうかというのがあって、その後、ネットで検索しました。ALICの野

菜情報というのがありまして、そこで農場の様子の写真も載っていたので、それを読

んでみて安心したというのもあります。そうやって「見える化」というのはすごく大

事だと思います。ただ、エクアドルは、さっきの岩間さんのスライドで見たら、国と

しては違反率が結構高かったので、ここの検査体制はしっかりやっていただきたいと

思いました。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。検査のほうはしっかりさせていただきた

いと思います。

浜田さん、何かございますか。

○Studio coody（浜田氏） 今いろいろな御意見をお聞きしていて思ったのですが、

輸入食品のリスクの管理というお言葉がありました。消費者の捉え方と、畝山さんの

ような専門家の方の捉え方はすごく違いがあるのではないかと思ったのです。消費者

は、多分基本的に多くの人が、食品のリスク管理をするのは国であり、スーパーであ

り、流通で、自分たちの責任ではないと思っていると思います。ですから、ここに乖

離があると思いました。

私どもの番組などで、例えば鶏肉一つ使っても、あれはブラジル産だったのではな

いかとか大クレームです。だから何だという答えも私から一々返すことはないのです
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が、それですごいお怒りモードになる方もいらっしゃいます。結局、消費者は無知な

部分では弱いと思いますが、一方で国や事業者に対してはすごく強いスタンスで来る

ので、私も消費者の立場ですが、消費者はそういう面では守られ過ぎだと思います。

安全なものは安全、大丈夫だと言っていただきたいと思いながら、文句を言うという

人もいるのかもしれません。

お母さん方対象の料理教室などをやると、必ずといっていいほど先ほどの中国食品

はどうなのだという話題が出てきます。例えば中国に限らず、干しワカメやヒジキな

ど韓国産がよくあります。野菜でいうと、北半球が旬ではないとき南半球のものが入

ってきたりしますが、そういうものはどうなのか、中国のマツタケ、タケノコ、ああ

いうものもどうなのか、料理家に限ってそういうものは使わないですよねとか、結構

そういった御意見もあります。

ですから、国のスタンスとして輸入食品が安全だというのであれば、自信を持って

それを発信していただきたいのですが、消費者から見るとネガティブキャンペーン的

な情報のほうが強いです。パワーを持っていると思いますので、それに負けない熱量

の情報の発信があるといいかなと思います。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

畝山さん、何かつけ加えて言うことはございませんか。いいですか。

今、浜田さんから、行政もしっかりと伝える必要があるということでした。つけ加

えるとすれば、輸入食品が不安だという紹介いただいたアンケートは、いつもながら

出てくるわけですが、それは、生産現場が身近でない、遠いということで、いたし方

ないところがあるのだと思います。だからこそ、今おっしゃったような「見える化」

しなければいけない、そういう努力を続けていかなければいけないということだと思

いました。そういう意味で、行政もいろんな情報発信をしていますし、それをごらん

いただけるようにお願いしたいと思います。我々もわかりやすい情報発信に努めなけ

ればいけないということです。
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日本ほど輸入大国で世界各国からいろんなものを入れている国はないのではないか

というぐらいに感じます。そういう意味では、我々の食生活を豊かなものにする、あ

るいは多彩なものにする、選択できる余地をたくさん用意してもらえるものとして、

輸入食品も重要な役割を本来持っているはずなのですが、先ほどお話があったように、

それがよく伝わっていない。もちろん、それは安全の上に成り立つ話なので、行政と

してはそこはしっかりとやっていきたいと思っております。

これまで事前にいただきました御意見を中心に進めてまいりましたが、その他の御

質問、御意見がございましたらいただきたいと思います。

しつこいようですが、御発言は要点をまとめて、２分以内でお願いします。事業者

の方が多くて、どうしても専門的な話になってしまうかもしれませんので、まず一般

消費者の方からの質問を先に受け付けたいと思っております。どんな素朴な質問でも

構いませんので、お寄せいただければと思います。それでは、どうぞ。

○質問者Ａ 一般消費者の立場でございますが、私、元外交官でございまして、北京

の大使館や香港にも長くおりました。そういうことで、今のお話を聞いて何事も事実

に基づいて実証的にという話は大賛成でございます。その結果として中国食品の安全

性が非常に高まっているということも、きょう、来て、それを確認できてよかったと

思いますが、ただ、その部分とそうでない部分があります。

そうでない部分は、例えばどういうことかといいますと、これはまさに事実なので

す。おととしの秋に香港の衛生局が、中国からの上海ガニの輸入は汚染されているか

ら危険だとストップ情報を出しました。これは日本ではほとんど報道されていないの

ですが、皆さんお帰りになって「上海ガニ汚染」というキーワードでネット検索され

ますとわっと出てきます。上海ガニは、今、中国の水が汚染されて、ほとんど死滅し

ています。人工養殖しているのですが、いろいろ薬を投げ込んでいるために汚染され

ているということです。

香港の衛生局は一昨年の秋、中国からの上海ガニの輸入を、健康上の理由、汚染さ
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れているということから禁止いたしました。日本では報道されていません。つまり、

これはどういうことかといいますと、中国では今、水が物すごく汚染されています。

これは紛れもない事実でございます。水産物、ウナギもそうかもしれません。

第２点は、ネットで調べますと、いわゆる専門家と称する人たちなども、ピーナツ

などはやはり中国産はやめて日本産にすべきだということをばんばん言っています。

今、その例を浦郷さんに差し上げていますが、専門家の中でも中国食品は危険だとい

うことを堂々と言う方がいます。だから、ここにもそういう専門家の方に来ていただ

いて、賛成、反対でいろいろ議論していただければありがたいと思いますが、専門家

の中でも中国食品を危険視する人がまだまだたくさんいるということについてどうお

考えなのかということです。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

この件について、海外の健康被害情報、違反情報、そういったことの確認をしてい

ただいている畝山先生のところで何かコメントはございますか。

○国衛研（畝山） 香港の上海ガニの汚染は、ダイオキシン、カドミウムでしたか。

汚染が出ていたことは私も把握しているのですが、ただ、香港は検査をするのがやた

ら好きでして、いろんなものを検査の結果、アウトにしています。日本の食品も結構

アウトになっています。実際に健康被害が出るような量ではなくてもアウトにするこ

とが香港は非常に多いのです。たしか上海ガニは日本ではそんなにたくさん流通して

いないはずですね。現地に行って食べるようなものであって、日本でその辺のスーパ

ーで売っているようなものではなく、非常に特殊な高価なものです。普通の人がたく

さん食べることは余り考えられなくて、それで日本でも特に注意喚起する必要はない

という判断で、厚生労働省も特に注意はしていません。

香港の注意というのは、例えば日本の赤ちゃん用のミルクもアウトになったりする

くらい、結構すごく細かいこともアウトにします。一応参考情報としてはとっていま

すし、健康リスクが出るような濃度ではなかったという判断だったと思います。済み
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ません。具体的に何のお話だったか、今ちょっと出てこないのですが、戻って確認し

たいと思います。

※後日確認したところ、香港において、香港が設定しているダイオキシンの基準値を超過した例

があったものの、その量は香港当局により成人がシーズン中に14杯の上海蟹を食べても耐容量に

達しないと評価されています。日本において日本において長年実施して輸入食品を含む食品から

のダイオキシン摂取量推定は、ヒトが一生涯にわたって毎日摂取し続けても、健康への悪影響が

ないと推定される一日当たりの摂取量を下回っており、また概ね低下傾向にあることから、バラ

ンスの良い食事をとっている限り健康に影響を及ぼすおそれは低いと考えられます。

＞畝山様、梅田室長

それから、専門家と称する人たちが中国の食品は危ないと言っているというお話な

のですが、食品安全委員会の委員になっているような人たちの間でそういうことを言

う人はいないと思います。自称専門家はやたらたくさんいますが、日本の大学などで

は食品の安全を専攻する学部や学科とか余りないので、実は食品安全の専門家は日本

では非常に手薄です。本当の意味で専門家ではない人が自分は専門家だと称すること

が非常に多くて、そういう人たちがメディアで人気だったりするというところがあり

ますので、専門家の間で意見が分かれているということはないと言っておきます。

○質問者Ａ 中国における水の汚染の件はどうでしょうか。

○国衛研（畝山） 中国の環境汚染の関係ですね。中国はしばらく前に大気汚染など

も非常に深刻ということで、中国政府は真剣に対応を始めたところだと理解しており

ます。水に関しても日本のように雨量が多くてたくさん流れるというところではなく

て、中国は比較的たまっている水を使っている部分が多いので、どうしても汚染する

濃度が高目に出てしまうというところはあるかと思います。

ただし、健康被害が出るようなものに関しては、当然、汚染物質として厚生労働省

も検査対象にしておりますので、日本に入ってくるものでそういうものが原因で健康

被害が出るようなことはないレベルに管理されています。日本でも地域によっては、
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カドミウムやヒ素の濃度が高いところは管理しておりますので、普通に流通している

ものを普通に食べる分に関しては心配する必要はないと思っております。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

行政側の対応ということで少しつけ加えるとすれば、私も大使館にいたということ

を申し上げましたが、そのころも、日本で報道されるたびに、これはどうなっている

のかというのが日本から来て、調査しろという命をいただいて、いろいろ調査して、

向こうの当局に確認したりしました。部分的な汚染は確かに事実として現地での報道

がされることもありますが、そういったものは国内に広く流通もしていないし、まし

てや輸出の流通に乗るようなものではないという向こう側の回答でございました。そ

ういったことも踏まえて、必要があれば輸入者を通じて確認してもらうとか、あるい

は輸入時に検査するということをやっておりました。個別の事案に対してはそういう

対応をとっていたということです。

上海ガニについても、いろんなケースがありましたので、あるいはザリガニとか、

毒の問題もあったのですが、恐らく重金属の問題かと思います。確かに土壌であった

り、水質汚染がひどいというのもよく言われる話で、その都度、確認はしていたとい

うことでございます。

一般的に汚染物質対策ということでは、畝山さんに紹介いただきましたが、どうい

った物質に問題があるか、カドミウムであったり、メチル水銀であったり、ダイオキ

シンもそうですけれども、そういったものについてそれぞれ評価を行って、評価の中

で基準を設定すべきものであるとか、そうでないものについてはガイドラインで低減

措置を講じるとか、個々の物質に応じて対策をとっています。冒頭申し上げた科学的

な実験やデータをもとに、基準を定めたり、その必要がないという結論を得ています。

日本人が通常の食事の生活をする中でそういった物質をどれだけ摂取するか、曝露評

価と言っていますが、どれだけ取り込むかということも当然評価した上で、基準が必

要か、必要ではないか、そういうことを定めております。今のところ、そういう意味



51

では心配なさるようなことはなく、それぞれ物質に応じた対策がとられているという

ことを申し上げたいと思います。先ほどもあったように、バランスのよい食事をして

いる限りにおいては心配する必要はないと思っております。

ほかに何か御質問ございますか。どうぞ。

○質問者Ｂ 大学で食物学科に通っておりますヘイと申します。

もともと文系の短大しか出ていなかったのですが、転職を考えて10月から日本女子

大の通信で食物学科に通っています。その中で、科学的なところは置いておいて、安

全性やHACCPを初めて勉強しました。本日は消費者も自主的に勉強する機会、知る機会

があったらいいのではということですが、私は埼玉に住んでいて、ふだんからラジオ

やテレビの番組ぐらいでしか食に関する知識を得る機会が基本的になく、都内だとこ

ういう催しが多いので、行こうと思えばこちらは無料で参加できると思いますけれど

も、もうちょっと情報提供される機会や、みずから学ぶ機会が、都内だけでなく、ふ

だん食事をつくっているお母さん方にあればいいと思っておりますが、いかがでしょ

うか。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

私どもも、こういう輸入食品に限らず、意見交換会をいろんなところで開催するよ

うにしています。輸入食品については今まで年２回やっておりますが、多くの方に集

まっていただけそうな地域に限られてしまうということで、大阪、東京でやっており

ます。放射性物質などは、その地域であるとか、頻度も増やして、いろんな地域です

ることもできるのですけれども、地方での機会をもっと増やしていくということにつ

いては工夫して考えていきたいと思います。

また、行政だけではなくて消費者団体としての取り組みもあろうかと思いますので、

浦郷さんにそのあたりをお話しいただければと思います。

○全国消団連（浦郷氏） 全国消団連でもいろいろ学習会はやっています。きょう、

ここにいらっしゃる畝山先生に来ていただいて、食の安全に関しての基礎的なところ
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からの学習とか、梅田さんに来ていただいて輸入食品に関する学習会を企画はしてい

るのですが、私どもも情報発信が下手です。会員団体には伝わるのですが、そこから

先の消費者にはなかなか伝わらないというところです。連絡会ということもあって事

務局は少ない人数でやっているので、なかなかそこまで手が回りません。会員団体も

それぞれ地方とかいろんなところで学習会をやっていて、その情報が来ますので、そ

れもお伝えしているのですが、人のことは言えないのですけれども、私たちのホーム

ページもなかなか見てもらえません。見てもらうようなホームページになっていない

ので、そこはきちんと伝えられるようなものにしていかなければいけないと思ってい

ます。企画はしていますので、たくさんの人に参加してもらえるように、消費者団体

だけでなく行政や事業者、そういうところにも呼びかけて、連携して、何とか一人で

も多くの方に伝わって、興味があって知りたいと思う人が参加できるような学習会を

つくっていきたいと思っています。ありがとうございます。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

浜田さんからお願いします。

○Studio coody（浜田氏） 私は、勉強したい人以外にも届くような情報があればい

いなと返す返す思っています。多分そちらの人数のほうが多いのではないかと思いま

す。

きょう、一連のプレゼンなどを拝聴して思ったのですが、例えば日本ハムの岩間さ

んの示してくださったアレルギー指定食品の各国の違いだとか、HACCPの世界地図でど

の国がどれぐらいのことをやっているか、こういうことは一般の消費者の方は知らな

いというか、知る機会もないと思います。

きょうは事業者さんが多いということなので、消費者の立場からお願いしたいと思

うのは、輸入食品もこういった表化などして、先ほどの輸入時の検査もどれだけ厳し

くやっているのかをほとんどの皆さん御理解いただいているような状況できょうお越

しになっていると思いますが、それが消費者にもわかりやすい形で売り場などにあっ
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たら、消費者としてはうれしいと思います。それがクレームにつながるというような

逆のリスクもあるのかと思いますが、消費者は安全だという情報を知りたがっている

という前提でいろいろ御検討いただきたいと思います。

きょうも入っていますけれども、冊子、コミュニケーションツール、サイトだとか

ありますが、単純に文字数が多く読みにくいとか、意識の高い人しか読めないという

のもあったり、ホームページもすごく進んでいかないと欲しい情報にたどりつかない。

これだけ国も事業者も一生懸命やられているのに、なかなかたどりつかないのは残念

だと思います。

先日、私も大阪に行かせていただいたのですが、アンケート結果を拝見して、これ

はいいなと思いました。参加してくださっている皆さんが具体的施策案を提示してく

ださっていて、こんなイベントをやったらいいのではないか、こういう手法で広めた

らいいのではないかとか、ぜひ本日お会いできた皆さんからそういった具体案をいた

だけたら私も勉強させていただきたいと思っています。

以上です。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

先ほど大学教育とか、そういう現場でも食品安全について情報がなかなか伝わって

いないような御指摘もございました。そういう点で言えば、私どもも大学へ食品衛生

行政の講義に行く機会もあったり、あるいは自治体からも呼んでいただいて講師を派

遣して、私も行く場合もありますが、そういうことで対応する場合もあります。今後

は、さらにこういった意見交換を積極的にやろうと計画の中にも書いていますので、

そういう意味では、出前の講義などを積極的にやっていきたいと思っております。呼

んでいただければいつでも参ります。畝山先生もそういう機会が多いかと思いますが、

そのあたり、どういう御意見をお持ちでしょうか。

○国衛研（畝山） 御質問の方は埼玉県にお住まいということでしたが、埼玉県ある

いはさいたま市、地方自治体などでも食品安全に関する勉強会をやっておりますので、
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そういうところにぜひ参加していただきたいと思います。

それから、地元の生協でも、生協の会員でなくても勉強会に参加することは可能で、

地元紙、コミュニティペーパーなどでも宣伝があります。さいたま市のような地方自

治体のイベントは、住民でなくても参加オーケーというところがほとんどですので、

探せばあると思います。ただ、探し方がわからないとなかなか見つからないというこ

とはありますので、専門の勉強をしているのであれば、自治体の広報などで皆さんに

ぜひ紹介していただくように一緒に広める活動をしてくれるとうれしいと思います。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

浜田さんからは、パンフレットが見にくい、ホームページが見にくい、いろいろ御

指摘いただきましたので、行政としてさらに工夫してまいりたいと思います。済みま

せん。

ほかにどなたか御質問ございませんか。では、先にこちらでしたので、お願いしま

す。

○質問者Ｃ 大学で食品衛生を教えています。きょう岐阜から来たのですが、ほかの

用事で来て、たまたまこれが重なったので聞かせていただきました。

どういうふうにリスコミをやったらいいのかということで少しだけ提案です。そう

詳しい調査をやったわけではないのですが、学生を対象に、いつどのような情報に接

してあなたは不安になったのかということを何年にもわたって聞いてまとめてみまし

た。

小さな幼稚園か小学校ぐらいからやはり情報が入ってきていて、それは親ですが、

大きくなってくると先生が関与し、もっと大きくなって高校、大学になってくるとマ

スコミです。だから、それまでにベースができてしまう。食品添加物でそういう調査

をやったのですが、ベースができているので、後で何を言っても固定観念の上に情報

を吸収するのでうまく考え方が変わっていかないようなことがあるのではないかと思

えます。マスコミにも情報提供されているというのもわかりますし、消費者を対象に
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こういったリスコミをやられているというのもよくわかりますが、やはり限られてい

ます。

マスコミと消費者の間は微妙です。消費者が求めるからマスコミがそういうものを

流すというような構造もあるのではないかと思います。一番やりやすいのは、やはり

先生ではないかと思いますね。それも家庭科の先生です。家庭科の先生にそれぞれの

都道府県なり厚生労働省なりいろんなところから勉強というか、こういう機会をつく

られるのも一つの方法ではないかと思います。

○厚労省（梅田） 貴重な御意見ありがとうございます。

今、提案いただきましたが、その点、何か御意見ございませんか。浜田さん、どう

でしょうか。

○Studio coody（浜田氏） 家庭科の先生という御意見はすごくいいと思いました。

私はベースが食育からなので、小さいお子さんや赤ちゃんを育てているお母さん方に

接することがよくあるのですが、残念ながら、親が食育を伝えるということが難しく

なっています。私などもダイレクトに子供に教えることもしてきたのですが、先生が

おっしゃることは子供にとっても影響が強くて、この時代においては親が言うことよ

りも先生から習ったことが割と印象深く、逆に今の子供たちは素直に受け入れるとこ

ろがあると思います。家庭科の教科書に輸入食品は安全だという一文はあるのですか。

○厚労省（梅田） 輸入食品は安全だと言い切ったようなものはないと思います。

○Studio coody（浜田氏） 教育からの発信というのも大きいと思いますし、そうい

った御意見がたくさんある中で消費者が取捨選択するというのは大事だと思いました。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

浦郷さん、何かございますか。

○全国消団連（浦郷氏） 消費者の先入観はマスコミからと思っていましたが、その

以前に親や先生からというのはなるほどと思いました。家庭科の先生をターゲットに、

正確な情報を知っていただくのはとても大事だと思います。消費者教育のところでは
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正確な情報をただ言葉だけで伝えるとか、知識として伝えるのではなくて、体験型で

子供たちが体感できるやり方で伝わるような消費者教育になったらいいと思います。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

体験型という話が出ましたが、東京検疫所でも子供が一日食品衛生監視員として体

験するツアーなどをやっています。また募集があると思いますが、そういうのに行く

と子供たちの目がきらきらしています。いろんな現場を見てもらうのですが、我々職

員としても子供にわかるようにきちっと説明するという努力もします。そういう意味

ではすごく好評なのですが、いかんせん、たくさんの人数では行けないのです。です

から、地道にそういうのを続けるしかないのですが、都道府県でも今、御紹介いただ

いたような取り組みをやっていますし、企業の見学はかなり好評です。食品工場など

はすごく人気があると伺っております。まさに「見える化」していくことでお互い身

近に感じられるということが重要ではないかと聞いていて思いました。

家庭科の先生というアイデアをいただきましたが、教育現場でそういったことも早

いうちからやっていただくことが重要で、我々もアプローチを工夫して、以前の例で

言えば「肉は生で食べてはいけません」というリーフレットをつくって学校に配った

り、おもしろい絵をつくったりして好評だったというのもあります。そうすると子供

たちが家に帰ってそのことを話す、そういうことで、御家族に伝わっていくというこ

とで、子供の発信力というのは意外とすごいのだと気づいたこともございますので、

そういった努力もしていきたいと思います。ありがとうございました。

時間が迫ってまいりましたが、先ほど手を挙げていただいた方、お願いします。

○質問者Ｄ 一般の消費者ですが、２点あります。

１点は、放射性の関係で、福島県産の食品が各国でまだ輸入できないという状態に

なっています。さっき梅田先生が言われた、あちこちで説明会をやっているというの

は厚生労働省のホームページで見ているのですが、浜通りのものはまだちょっと心配

なのですけれども、中通りとかあっちのほうはほぼ安全だと言えるのになぜ輸出でき



57

ないのか。日本国内においても、あれだけコマーシャルをやっているのに福島県産と

いうことでなかなか消費できないのか。その辺の情報の出し方は何かあるのかという

ことです。

もう１点は、今、さいたま市の職員が来ているのかわからないのですが、２月28日

でしたか、畝山先生がさいたま市にいらっしゃいますね。サイエンスカフェをさいた

ま市で行いますので、どうぞ来ていただければと思います。東大の農学部のところで

もいろんなサイエンスカフェとか、そういうことをやっています。

こういう講演会というか、リスクコミュニケーションの場というのはできれば土日

がいいと思います。そうしないと消費者はなかなか出てこられない。私みたいに退職

している者はあちこち行って情報をもらえますが、食品安全委員会などに行っても有

意義な話があります。あれを理解するのは大変だと思いますが、消費者に向けてこう

いうのは平日ではなくて土日にやっていただければと思います。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。開催の方法については工夫を重ねてきて

いるところですが、御意見として賜っておきたいと思います。

もう一つ、放射性物質の問題について、これは意見交換としては非常に重い大きな

テーマだと思っております。今回は輸入食品がテーマになっていますが、先ほど来話

に出たリスク、安全・安心をどう捉えるかということにおいてはまさに放射性物質の

問題があろうかと思います。その点、何か御意見等いただけますでしょうか。消費者

の立場として浦郷さん、何かございますか。

○全国消団連（浦郷氏） これに関してはやはり難しい問題だと思います。個人がど

う捉えるかということなので、私などは流通しているものは全然大丈夫だと思ってい

ますが、やはり不安だと思う人もいます。そこをきちんと理解してもらえるようにし

ていくことも大事だと思いますが、そういう方のためにも、消費者としてはいろんな

ものが選べるような環境であったほうがいいかなと感じています。済みません。お答

えになっていないかもしれません。
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○厚労省（梅田） ありがとうございます。

浜田さん、何かございますか。

○Studio coody（浜田氏） ちょっと重過ぎて難しいですね。

○厚労省（梅田） では、畝山先生、どうですか。

○国衛研（畝山） 放射性物質に関しては、国内で流通しているものに関しては基本

ほとんど出なくなってしまっているというのが現状なのですが、一部の国では若干政

治的な理由もあって拒否されているという部分はあります。

ただ、事故の後に真っ先に回復したのはお酒の輸出でした。結局それだけ好きな人

がいるのでというところがあるので、人気のあるものに関してはみんな喜んで食べる

というところがあります。食べたくないという人にわざわざ食べさせたいと思わない

ので、おいしいと思ってこれが好きだという人に受け入れてもらっていれば、それで

いいのではないかと思います。無理やり説得しようとか、食べたくない人に食べても

らわなくてもいいですね。むしろこんなおいしいものを食べられないのはかわいそう

という程度でいいのではないかと思っています。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

行政から申し上げると、いろんな日本産の輸入禁止措置がとられている国に対して

は科学的なデータを示して問題ないということで解除に向けた交渉をやっています。

先ほど少し政治的なという話もございましたけれども、確かにそれがないとは言えま

せんが、これはあくまでも科学的なベースで協議を重ねていくことが重要ということ

で、そういうデータを整理して向こうに訴えていく。そのことについては輸出政策の

中で、日本としても政治的に輸出を振興していこうとやっていますので、そういう動

きと相まってデータの提供はしっかりとやって、理解を求めていくことを引き続きや

っていきたいと思っています。

国内の風評被害は当事者の方にとっては深刻な問題でもあるということも我々承知

しております。一方で、今お話があったような無理強いではないですが、どういうふ
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うに理解を深めていただくかということについては、先ほど来出ているようなしっか

りとした取り組み、「見える化」するとか、科学的に問題ないということを、今の仕

組みを説明して、今こういった仕組みの中で動いて流通しているものは少なくとも全

然問題ないということをわかってもらう努力を引き続きやっていきたいと思っていま

す。

もう一人、よろしくお願いします。

○質問者Ｅ ライザップグループの品質保証担当のハヤシと申します。本日はどうも

ありがとうございます。

消費者はなぜ不安に思うのかというところで自分的に考えているのが、例えばギョ

ーザ事件だと、ギョーザに毒物が入ってどれだけの人が死んだということだけが報道

され、原因は何だったのか、この会社はそれに対してどんな対策をとって今はどうな

のかというその後の部分が報道されていなかったり、情報が伝わっていないことが原

因なのではないかと思っています。

もしマスコミがお金になることしか報道しないというのが問題だとしたら、お金に

ならない部分で一部の人、企業の品質保証の人が知りたいような原因と対策という部

分を国から発信していただくことは可能でしょうか。

○厚労省（梅田） 何かそういった事件等が起これば、その原因を究明して対策を講

じるということは、違反食品についてもそういう対応をとっているわけであります。

マスコミが後日談をなかなか報道しないということでありますが、ちなみにこの事件

で言えば、この会社はもうなくなっています。原因は、労働環境に不満を持った従業

員が故意にそれを入れたということで、判決もあって、無期懲役ということで刑が下

っているわけです。我々としては、事件があった後の後始末ということでも結果につ

いては公表していくということでやっていますので、個別に何かございましたらお問

い合わせいただければと思います。ホームページ等も御覧いただければと思います。

ほか、よろしいでしょうか。時間になってしまいました。これまで意見交換してま
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いりましたけれども、一言ずつでも最後に御感想なりいただければと思います。まず、

浦郷さんからお願いします。

○全国消団連（浦郷氏） きょう、このようなリスクコミュニケーションに参加させ

ていただきまして、本当にありがとうございました。感謝しております。私自身も大

変勉強になりました。消費者団体としてはやはり消費者の情報リテラシーを高めると

いうことが課題かと感じております。

輸入食品に関しては思い込みや誤解も多いので、最新の情報提供から学習の機会を

つくって、意見交換など、そういうことを地道に続けていくことでリテラシーを高め

てもらえるように努めていきたいと思います。そして、次回は消費者の方がもっと参

加できるようなリスクコミュニケーションにしてほしいと思っておりますので、そこ

ら辺は期待しております。きょうはありがとうございました。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

次に、岩間さん、お願いします。

○日本ハム（岩間氏） きょうはありがとうございました。企業としまして、リスク

コミュニケーションは重要な課題でして、きょうここに来ていただいている方もどう

やっていったらいいかと思っている方がほとんどではないかと思います。私もその一

人でして、企業としては消費者ともっと向き合っていかなければいけないと真摯に思

っております。

ただ、お客様の安心と安全はちょっと違うものでして、安心というのは心の問題で

すので、企業がどうのこうのというのは、なかなかできないとつくづく思っておりま

す。企業ができることは、安全への努力を続けて、それでお客様に信頼していただい

て安心していただく、このプロセスしかないと思っているのです。コミュニケーショ

ンも一つなのですが、企業がまずやらなければいけないことは、安全のための取り組

みをしっかり真摯にやっていって日本に安全な食品を提供していく、その姿勢でこれ

からもやっていきたいと思っています。
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報道によって我々企業も消費者の方も皆様が多分踊らされている面があると思いま

す。報道の内容を見ますと、科学的な内容をしっかり書いている報道もありますが、

書く記者の方の気持ちが入っていることがあります。新聞によっても書いている記者

によっては違うようなニュアンスがあります。私も一消費者なのですが、考えますと、

報道内容が本当に科学的なことを客観的に書いてあるものなのか、記者の考え方や思

想が入っているかということは見抜かないと、情報は選択していかないといけないの

ではないかと思います。企業に所属する私も実は一消費者ですので、消費者としては、

先ほど皆様がおっしゃっていますが、やはり勉強もしなければいけないと思いますし、

賢い消費者にならなければいけないと思っております。

食品企業としましては、不安全なものを日本に輸入しようなど誰も決して思ってい

ません。食に携わる者として、輸入食品に頼らないと日本の食生活は成り立たないと

いうことは身にしみて感じております。私たちとしては、自分にも子供がいますが、

子供や未来のために食を提供するという使命感があります。これからもこのような機

会をどんどんつくっていただいて、一歩でも二歩でも消費者とのコミュニケーション

がとれるような場をつくっていきたいと思いますし、また、こういう機会があったら

参加していきたいと思っています。きょうはありがとうございました。

○厚労省（梅田） ありがとうございます。

浜田さん、お願いします。

○Studio coody（浜田氏） 消費者の立場として今回皆さんの御意見を伺って、梅田

さんのお言葉が印象的でした。輸入食品があるから日本は豊かな食文化があるという

のは、ポジティブでいいと思いました。仕方なく輸入しているのではなく、あるいは

日本が特別、輸入に頼っているかといったらそうでもないということを消費者は知る

べきだと思います。

それから、検査基準が基本的に高くて、企業も行政も一生懸命やっているというこ

とも消費者の末端のところまで行き渡ったらいいかなと思います。
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それと、畝山さんがおっしゃった、国内産が安全とも限らないし、そのリスクは同

じぐらいだということ、そういった具体的な情報もどんどん知られていくといいと思

います。

何よりも、消費者が自分で情報も得るということですね。責任は自分にあるという

ことを最終的には意識できるようになればいいと思います。そのためには、行政側か

ら消費者に対して情報をシンプルにわかりやすく、15秒聞けばわかるぐらいの力があ

るような発信があればいいかなと思いました。きょうは長い時間、ありがとうござい

ました。

○厚労省（梅田） ありがとうございました。

最後に、畝山先生、お願いします。

○国衛研（畝山） きょう、事業者が多いので事業者向けに言いたいのですが、食品

にはリスクがあるのだけれども、そのリスクを我が社はこんなふうに管理しているか

ら安全ということを消費者に堂々と率直に伝えていただきたいと思います。

それから、宣伝として国産だけが売りのところはほかに売りがないのだと思います

ので、いいところをきちんと宣伝してください。

○厚労省（梅田） ありがとうございました。

きょう、このような形で進めさせていただきましたが、今回の会が、いたずらに輸

入食品を恐れたりすることなく、国産食品と同じように我々の食生活を支えていると

いう一つの認識になるきっかけになればと思います。行政はもちろん、事業者、消費

者、みんなでそれに向けて頑張っていきたいと思っておりますので、引き続き御理解、

御支援を賜ればと思います。

司会の不手際で時間をオーバーしてしまいまして、申しわけございません。これで

マイクを返したいと思います。

○司会（佐々木） 皆様、熱心な御議論ありがとうございました。ちょっと時間を過

ぎてしまったのですが、本日いただいた御質問、御意見を今後の業務の参考にさせて
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いただきたいと思います。時間の都合上、御発言いただけなかった方もいらっしゃる

かもしれません。大変申しわけございません。

これをもちまして、本日の意見交換会を終了させていただきます。本当にどうもあ

りがとうございました。

また、今後の参考にさせていただきたいと思いますので、ぜひアンケートの御協力

をお願いしたいと思います。御記入の上、お帰りの際、出入り口の回収箱にお入れい

ただければと思います。

本日は長時間にわたりまして、ありがとうございました。


